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(9) 環境の保全を目的とする法令、条例又は行政手続法第36条に規定する行政指導その他の

措置により指定された地域その他の対象及び当該対象に係る規制の内容その他の状況 

1）環境法令等による地域・区域等の指定状況 

事業予定地における環境の保全を目的とする法令等に基づく地域・区域等の指定状況

を表4-2-2.16に示す。 

これによると、事業予定地及び周辺は次の法令による地域・区域等の指定がなされて

いる。 

① 悪臭防止法 

本法は、規制地域内の工場・事業場の事業活動に伴って発生する悪臭について必要な

規制を行うこと等により生活環境を保全し、国民の健康の保護に資することを目的とし

ている。 

事業予定地は、住民の生活環境を保全するため、悪臭を防止する必要があると認める

地域に指定されている。 

② 森林法 

本法は、森林計画、保安林その他の森林に関する基本的事項を定めて、森林の保続培

養と森林生産力の増進とを図り、もって国土の保全と国民経済の発展とに資することを

目的としている。 

事業予定地周辺では、北東側約 1km、南東側約 1km付近に保安林の指定がなされてい

る。 

③ 国土利用計画法 

本法は、国土利用計画の策定に関し必要な事項について定めるとともに、土地利用基

本計画の作成、土地取引の規制に関する措置その他土地利用を調整するための措置を講

ずることにより、総合的かつ計画的な国土の利用を図ることを目的としている。 

事業予定地は農用地区域及び森林地域に指定されている。 

ただし既造成地であり、開発済みで敷地内に農用地はない。また、林地開発手続きも

完了しており、新たな開発手続きは必要ない状態にある。 
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表4-2-2.16 法令等に基づく主な地域・区域等の指定状況 

指定の有無 
区 

分 

法 令 地域・区域等 事業 

予定地 
周辺 

大気汚染防止法 総量規制地域(硫黄酸化物) × × 

湖沼水質保全特別措置法 指定地域 × × 

騒音規制法 指定区域 × × 

振動規制法 指定区域 × × 

悪臭防止法 規制地域 ○ ○ 

生
活
環
境 

京都府環境を守り育てる条例 
総量規制地域（硫黄酸化物・ばいじ

ん） 
○ ○ 

世界の文化遺産及び自然遺産の保護

に関する条約 
文化遺産、自然遺産 × × 

自然公園法 国立公園、国定公園 × × 

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関す

る法律 
鳥獣保護区 × × 

森林法 保安林 × ○ 

京都府環境を守り育てる条例 
京都府自然環境保全地域、京都府歴史

的自然環境保全地域 
× × 

自
然
環
境 

京都府立自然公園条例 京都府立自然公園 × × 

近畿圏の保全区域の整備に関する法

律 
近郊緑地保全区域 × × 

都市緑地法 緑地保全地域、緑化地域 × × 

土
地
利
用 

都市計画法 用途地域（風致地区） × × 

古都における歴史的風土の保存に関

する特別措置法 
歴史的風土保存区域 × × 

文化財保護法 

重要文化財、登録有形文化財、重要有

形民族文化財、史跡、名勝、天然記念

物、伝統的建造物群保存地区 

× ○ 

京都府文化財保護条例 

京都府指定有形文化財、京都府指定有

形民俗文化財、京都府指定史跡、京都

府指定名勝、京都府指定天然記念物、

文化財環境保全地区 

× ○ 

文
化
財 

京都府登録文化財に関する規則 

京都府登録有形文化財、京都府登録有

形民俗文化財、京都府登録史跡、京都

府登録名勝、京都府登録天然記念物 

× × 

自然環境保全法 
原生自然環境保全地域、自然環境保全

地域 
× × 

都市の風致景観を維持するための樹

木の保存に関する法律 
保存樹、保存樹林 × × 

生産緑地法 生産緑地 × × 

国土利用計画法 
都市地域、農業地域、森林地域、自然

公園地域、自然保全地域 
○ ○ 

工業用水法 地下水採取規制地域 × × 

そ
の
他 

建築物用地下水の採取の規制に関す

る法律（ビル用水法） 
地下水採取規制地域 × × 
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2）公害の防止に係る規制の状況 

公害の防止に係る基準としては、「環境基本法」(平成5年法律第91号)に基づく環境基

準(人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準)や、

「大気汚染防止法」(昭和43年法律第97号)等の各法律及び「京都府環境を守り育てる条

例」(平成7年京都府条例第33号)に基づく規制基準等がある。 

法令等に基づく主な規制基準等の適用状況を表4-2-2.17に示す。 

表4-2-2.17 法令等に基づく主な規制基準等の適用状況 

区
分 法 令 規制基準等 適用の有無 

環境基本法 環境基準 ○ 

ダイオキシン類対策特別措置法 環境基準、排出基準（ダイオキシン類） ○ 

総量規制基準（硫黄酸化物） × 

大気汚染防止法 排出基準（硫黄酸化物、窒素酸化物、ばい

じん、塩化水素） 
○ 

総量規制基準（硫黄酸化物、ばいじん） × 

大
気
汚
染 

京都府環境を守り育てる条例 
規制基準（敷地境界線、排出口） ○ 

環境基本法 環境基準 × 

規制基準（特定工場等、特定建設作業） × 
騒音規制法 

要請限度 × 
騒
音 

京都府環境を守り育てる条例 規制基準（特定工場等） × 

規制基準（特定工場等、特定建設作業） × 
振動規制法 

要請限度 × 振
動 

京都府環境を守り育てる条例 規制基準（特定工場等） × 

悪臭 悪臭防止法 規制基準（敷地境界線、排出口、排出水） ○ 

環境基本法 環境基準（健康項目、生活環境項目） ○ 

ダイオキシン類対策特別措置法 環境基準、排水基準（ダイオキシン類） × 

排水基準（一律基準、総量規制） ○ 
水質汚濁防止法 

地下浸透基準 × 

瀬戸内海環境保全特別措置法 関係府県の区域 × 

水質汚濁防止法に基づく排水基準に関

する条例 
排水基準（上乗せ基準） × 

下水道法 下水道排除基準 × 

排水基準 ○ 
京都府環境を守り育てる条例 

地下浸透基準 × 

水
質
汚
濁 

綾部市農業集落排水施設条例  ○ 

環境基本法 環境基準 ○ 

ダイオキシン類対策特別措置法 環境基準 ○ 

土
壌
汚
染 土壌汚染対策法 要件、指定 × 

構造・維持管理基準 ○ 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

（特別管理）産業廃棄物処理基準 ○ 

建築基準法 日影規制 × 

京都府地球温暖化対策条例  ○ 

そ
の
他 

建設工事に係る資材の再資源化等に関

する法律 
 ○ 
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次に、項目別に規制の状況を示す。 

① 大気環境 

ア．大気汚染 

(ｱ)  環境基準 

大気汚染に係る環境基準を表4-2-2.18～表4-2-2.21に示す。 

大気汚染に係る環境基準は、二酸化硫黄、二酸化窒素、一酸化炭素、光化学オキシダ

ント、浮遊粒子状物質、ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ダイ

オキシン類の９物質について定められている。 

表4-2-2.18 大気の汚染に係る環境基準 

昭和48年環境庁告示第25号 

物 質 環境上の条件 測定方法 

二酸化硫黄 
１時間値の１日平均値が0.04ppm以下であ
り、かつ、１時間値0.1ppm以下であること 

溶液導電率法又は紫外線蛍光法 

一酸化炭素 
１時間値の１日平均値が10ppm以下であ
り、かつ、１時間値の8時間平均値が20ppm
以下であること 

非分散型赤外線分析計を用いる方法 

浮遊粒子状物質 
１時間値の１日平均値が0.10mg/m3以下で
あり、かつ、１時間値が0.20mg/m3以下で
あること 

濾過捕集による重量濃度測定方法又
はこの方法によって測定された重量
濃度と直線的な関係を有する量がえ
られる光散乱法、圧電天びん法若しく
はベータ線吸収法 

光化学オキシダント １時間値が0.06ppm以下であること 
中性ヨウ化カリウム溶液を用いる吸
光光度法若しくは電量法、紫外線吸収
法又はエチレンを用いる化学発光法 

備考： 

１ 環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域又は場所については適用しない。 

２ 浮遊粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、その粒径が10μm以下のものをいう。 

３ 光化学オキシダントとは、オゾン、パーオキシアセチルナイトレートその他の光化学反応により生成される酸化性物

質（中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するものに限り、二酸化窒素を除く。）をいう。 
 

表4-2-2.19 二酸化窒素に係る環境基準 

昭和53年環境庁告示第38号 

物 質 環境上の条件 測定方法 

二酸化窒素 
１時間値の１日平均値が0.04ppmから
0.06ppmまでのゾーン内又はそれ以下であ
ること 

ザルツマン試薬を用いる吸光光度法
又はオゾンを用いる化学発光法 

備考：環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域又は場所については適用しない。 
 

表4-2-2.20 ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン及びジクロロメタンによる大気の汚染に係る環境基準 

平成9年環境庁告示第4号 

物 質 環境上の条件 測定方法 

ベンゼン １年平均値が0.003mg/m3以下であること 

トリクロロエチレン １年平均値が0.2mg/m3以下であること 

テトラクロロエチレン １年平均値が0.2mg/m3以下であること 

ジクロロメタン １年平均値が0.15mg/m3以下であること 

キャニスター若しくは捕集管により
採取した試料をガスクロマトグラフ
質量分析計により測定する方法又は
これと同等以上の性能を有すると認
められる方法 

備考：環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域又は場所については適用しない。 
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表4-2-2.21 ダイオキシン類による大気の汚染に係る環境基準 

平成11年環境庁告示第68号 

物 質 環境上の条件 測定方法 

ダイオキシン類 年平均値が0.6pg-TEQ/m3以下であること 

ポリウレタンフォームを装着した採
取筒をろ紙後段に取り付けたエアサ
ンプラーにより採取した試料を高分
解能ガスクロマトグラフ質量分析計
により測定する方法 

備考： 

１ 環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域又は場所については適用しない。 

２ ダイオキシン類の基準値は、2,3,7,8-四塩化ジベンゾ-パラ-ジオキシンの毒性に換算した値とする。 
 

(ｲ) 規制基準等 

「大気汚染防止法」に基づき、工場及び事業場に設置される政令で定める施設（ばい

煙発生施設）を対象に、硫黄酸化物、ばいじん、有害物質の排出規制が定められている。

本事業では焼却施設（焼却炉および溶融炉）がばい煙発生施設に該当し、硫黄酸化物、

ばいじん、有害物質のうち塩化水素及び窒素酸化物が規制項目となっている。また、工

場又は事業場が集合している地域であって、現行の規制方式によっては環境基準の確保

が困難である地域にあっては、一定規模以上の工場又は事業場において総量規制基準が

定められているが、綾部市は指定地域に指定されていない。 

各物質別の排出基準を表4-2-2.22～表4-2-2.25に示す。 

ドラム缶炉と溶融炉の排ガス系は焼却炉に合流するため、大気汚染防止法上は一つの

施設として規制対象となる。また、油水分離施設に設置する加熱器用ボイラーは能力が

伝熱面積9.77㎡、燃料使用量（焼却能力）49.8ℓ /h以下と小さく、大気汚染防止法に係

る「ばい煙発生施設」には該当しない。 

 

表4-2-2.22 硫黄酸化物の規制基準(大気汚染防止法) 

昭和46年厚生省・通産省令第1号 

 許 容 限 度 

排
出
基
準 

ｑ＝Ｋ×10-3Ｈe2 
 ｑ ：硫黄酸化物の量(Nm3/時) 
 Ｋ ：地域ごとに定められた値（11.5） 
 Ｈe：補正された排出口の高さ(m) 
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表4-2-2.23 ばいじんの排出基準(大気汚染防止法) 

昭和46年厚生省・通産省令第1号 

施  設  規 模 焼却能力(kg/時) 許容限度(g) 

廃棄物焼却炉 
火格子面積が2m2以上あるいは

焼却能力が200kg/時以上 
4,000以上 0.04 

備考： 

１ この表に掲げる許容限度は、標準状態に換算した排出ガス１立方メートル中のばいじんの量とする。 
２ ばいじんの量は、次式により算出されたばいじんの量とする。 

 21－Ｏn 
Ｃ ＝ 

21－Ｏs 
・Ｃs

 

Ｃ  ：ばいじんの量(g) 
Ｏn ：施設ごとに定められた値(廃棄物焼却炉 12) 
Ｏs ：排出ガス中の酸素濃度(％) 
  (当該濃度が20％を超える場合にあっては20％とする。) 
Ｃs ：JIS-Z-8808により測定されたばいじんの量(g) 

 

表4-2-2.24 有害物質（塩化水素）の排出基準(大気汚染防止法) 

昭和46年厚生省・通産省令第1号 

施 設 規 模 許容限度(mg) 

廃棄物焼却炉 
火格子面積が2m2以上あるいは 

焼却能力が200kg/時以上 
700 

備考： 

１ この表に掲げる許容限度は、標準状態に換算した排出ガス１立方メートル中の塩化水素の量とする。 
２ 塩化水素の量は、次式により算出された塩化水素の量とする。 

     ９ 
Ｃ ＝  

21－Ｏs 
・Ｃs

 

Ｃ  ：塩化水素の量(mg) 
Ｏs ：排出ガス中の酸素濃度(％) 
Ｃs ：JIS-K-0107に定める方法のうち硝酸銀法により測定された塩化水素の量(mg) 

 

表4-2-2.25 有害物質（窒素酸化物）の排出基準(大気汚染防止法) 

昭和46年厚生省・通産省令第1号 

施 設 規 模 
排出ガス量 

(万Nm3/時) 
許容限度(cm3) 

廃棄物焼却炉のうち浮遊回転燃焼方式によ
り焼却をおこなうもの（連続炉に限る） 

すべて 450 

廃棄物焼却炉のうちニトロ化合物、アミノ
化合物もしくはシアノ化合物若しくはこれ
らの誘導体を製造し、若しくは使用する工
程又はアンモニアを用いて排水を処理する
工程から排出される廃棄物を焼却するもの
（連続炉に限る） 

4未満 700 

連続炉 すべて 
上記以外の廃棄物焼却炉 

連続炉以外 

火格子面積が2m2

以上あるいは焼

却能力が200kg/

時以上 

4以上 
250 

備考： 
１ この表に掲げる許容限度は、標準状態に換算した排出ガス１立方メートル中の窒素酸化物の量とする。 
２ 窒素酸化物の量は、次式により算出された窒素酸化物の量とする。 

  21－Ｏn 
Ｃ ＝  

21－Ｏs 
・Ｃs

 

Ｃ  ：窒素酸化物の量(cm3) 
Ｏn ：施設ごとに定められた値(廃棄物焼却炉 12) 
Ｏs ：排出ガス中の酸素濃度(％) 

(当該濃度が20％を超える場合にあっては20％とする。) 
Ｃs ：JIS-K-0104に定める方法により測定された窒素酸化物の量(cm3) 

※：表中の網掛け部分は、本施設が規制を受ける部分である。 
 

ダイオキシン類については、「ダイオキシン類対策特別措置法」(平成11年法律第105

号)に基づき、大気排出基準が定められており、本事業では焼却施設（廃棄物焼却炉）が

特定施設に該当する。ダイオキシン類の大気排出基準を表4-2-2.26に示す。 
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表4-2-2.26 ダイオキシン類の大気排出基準(ダイオキシン類対策特別措置法) 

平成11年総理府令第67号 

施設 規 模 
焼却能力 

(kg/時) 
許容限度(ng-TEQ/Nm3) 

廃棄物焼却炉 
火床面積が0.5m2以上又は焼却
能力が50kg/時以上 

4,000以上 0.1 

備考： 

１ この表に掲げる許容限度は､標準状態に換算した排出ガスによるものとする。 
２ ダイオキシン類の量は、次式により算出されたダイオキシン類の量とする。 

 21－Ｏn 
Ｃ ＝ 

21－Ｏs 
・Ｃs

 

Ｃ  ：ダイオキシン類の量(ng-TEQ) 
Ｏn ：施設ごとに定められた値(廃棄物焼却炉 12) 
Ｏs ：排出ガス中の酸素濃度(％) 

(当該濃度が20％を超える場合にあっては20％とする。) 
Ｃs ：高分解能ガスクロマトグラフ質量分析法により測定されたダイオキシン

類の量(ng-TEQ) 
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また、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和45年法律137号）において、産

業廃棄物処理施設の技術上の基準（以下、「構造基準」という。）及び産業廃棄物処理

施設の維持管理の技術上の基準（以下、「維持管理基準」という。）が定められており、

焼却施設に該当するものの概要を表4-2-2.27に、廃油の油水分離施設に該当するものの

概要を表4-2-2.28に示す。 

 

表4-2-2.27 廃棄物焼却炉に係る構造基準･維持管理基準の概要(廃棄物の処理及び清掃に関する法律) 

昭和46年厚生省令第35号 

 内                容 

外気と遮断された状態で、産業廃棄物を定量ずつ連続的に燃焼室に供給できる供給装置 

燃焼ガスが800℃以上の状態で産業廃棄物を焼却できる燃焼室 

燃焼ガスが800℃以上の温度のままで燃焼室に2秒以上滞留できる燃焼室 

外気と遮断された燃焼室 

助燃設備（速やかに800℃以上にし、保つ機能を有する）を備えた燃焼室 

必要な空気を供給できる設備（供給空気量を調節する機能を有するもの）を設けた燃焼室 

燃焼室中の燃焼ガスの温度を連続的に測定・記録する装置 

集じん器に流入する燃焼ガスの温度を概ね200℃以下に冷却できる冷却設備 

集じん器に流入する燃焼ガスの温度を連続的に測定・記録する装置 

排ガスによる生活環境保全上の支障が生じないようにすることができる排ガス処理設備 

（高度なばいじん除去機能を有するもの） 

排ガス中の一酸化炭素濃度を連続的に測定・記録する装置 

ばいじんを焼却灰と分離して排出し、貯留することができる灰出し設備・貯留設備 

（ただし、溶融設備を用いて溶融する場合はこの限りではない。） 

ばいじん又は焼却灰が飛散・流出しない灰出し設備 

構 
 

造 
 

基 
 

準 

ばいじん又は焼却灰の溶融を行う場合は、次の要件を備えていること。 

 ・ばいじん又は焼却灰の温度をその融点以上にすることができる灰出し設備（溶融炉） 

 ・溶融に伴い生ずる排ガスによる生活環境保全上の支障が生じないようにすることができる排ガス処理設備等 

ﾋﾟｯﾄ･ｸﾚｰﾝ方式によって燃焼室に産業廃棄物を投入する場合には、常時、廃棄物を均一に混合する｡ 

燃焼室への廃棄物の投入は、外気と遮断した状態で定量ずつ連続的に行う。 

燃焼ガスの温度を800℃以上に保つ。 

焼却灰の熱しゃく減量が10％以下になるように焼却する。 

運転開始時は、助燃装置を作動させる等により、炉温を速やかに上昇させる。 

運転停止時は、助燃装置を作動させる等により、炉温を高温に保ち廃棄物を燃焼し尽くす｡ 

燃焼ガスの温度を連続的に測定・記録する。 

集じん器に流入する燃焼ガスの温度を概ね200℃以下に冷却する。 

集じん器に流入する燃焼ガスの温度を連続的に測定・記録する。 

排ガス処理設備・冷却設備に堆積したばいじんを除去する。 

排ガス中の一酸化炭素濃度が100ppm以下になるように燃焼する。 

排ガス中の一酸化炭素濃度を連続的に測定・記録する。 

排ガス中のダイオキシン類濃度が一定濃度以下となるように焼却する。 

排ガス中のダイオキシン類濃度を年一回以上、測定・記録する。また、排ガス中のばい煙量又はば

い煙濃度（SOx,ばいじん,HCl,NOx)を六ヶ月に一回以上、測定・記録する。 

排ガスによる生活環境保全上の支障が生じないようにする。 

ばいじんと焼却灰を分離して排出し、貯留すること。 

ばいじん又は焼却灰の溶融を行う場合は、灰出し設備（溶融炉）に投入されたばいじん又は焼却灰

の温度をその融点以上に保つ。 

維 

持 

管 

理 

基 

準 

火災防止に必要な措置を講ずるとともに、消火設備を備える。 
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表4-2-2.28 廃油の油水分離施設に係る構造基準･維持管理基準の概要(廃棄物の処理及び清掃に関する法律) 

昭和46年厚生省令第35号 

 内                容 

事故時における受入設備、油水分離設備及び回収油貯留設備からの廃油の流出を防止するために

必要な流出防止堤その他の設備が設けられていること。 
構
造
基
準 

施設が設置されている床または地面盤は、水及び油が浸透しない材料で築造され、または被覆さ

れていること。 

廃油が地下に浸透しないように必要な措置を講ずるとともに、流出防止堤その他の設備を定期的

に点検し、異常を認めた場合には速やかに必要な措置を講ずること。 
維
持
管
理

基
準 火災の発生を防止するために必要な措置を講ずるとともに、消火器そのたの消火設備を備えるこ

と。 

 

「京都府環境を守り育てる条例」（以下、「府条例」という。）では、「大気汚染防

止法」に比べ対象施設や対象物質を拡大することにより、規制の強化が図られている。

本事業に関しては、有害物質について敷地境界線上及び排出口の規制基準が適用される。

但し、施設からの排ガスに対し、「大気汚染防止法」で有害物質として規制されている

塩化水素については適用が除外されている。府条例に基づく有害物質の排出基準を表

4-2-2.29に示す。また、本工場は府条例で定める特定工場に該当しないため、硫黄酸化

物およびばいじんの総量規制の適用は受けない。 

産業廃棄物焼却炉から排出されるばいじん等については、「廃棄物の処理及び清掃に

関する法律」（昭和45年法律第137号）に定められている特別管理産業廃棄物に該当する

場合には、「特別管理産業廃棄物の処理基準」に従い、適正に処理・処分を行うよう規

定されている。金属等を含む産業廃棄物の場合には、処分するための処理を行い判定基

準に適合すれば管理型処分場で処分し、不適であればしゃ断型処分場で処分することと

されている。 

なお、特別管理産業廃棄物は、運搬までの保管については「特別管理産業廃棄物保管

基準」収集運搬については、「特別管理産業廃棄物収集運搬基準」、中間処理や再生に

ついては「特別管理産業廃棄物中間処理・再生基準」がそれぞれ定められている。 
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表4-2-2.29 有害物質の規制基準(京都府環境を守り育てる条例) 

平成7年京都府条例第33号 

物質 敷地境界線上基準 排出口基準 

亜鉛及びその化合物 亜鉛として0.2ミリグラム 亜鉛として20ミリグラム 

アクリルアルデヒド 0.003立方センチメートル 0.3立方センチメートル 

アクリロニトリル 0.07立方センチメートル 7立方センチメートル 

アンチモン及びその化合物 アンチモンとして0.003ミリグラム アンチモンとして0.3ミリグラム 

アンモニア 1立方センチメートル 100立方センチメートル 

塩化水素 0.2立方センチメートル 本焼却施設は適用除外 

塩化ビニル 0.1立方センチメートル 10立方センチメートル 

塩素 0.03立方センチメートル 3立方センチメートル 

カドミウム及びその化合物 カドミウムとして0.002ミリグラム カドミウムとして0.2ミリグラム 

キシレン 3立方センチメートル 300立方センチメートル 

クロム及びその化合物 クロムとして0.002ミリグラム クロムとして0.2ミリグラム 

クロロホルム 0.3立方センチメートル 30立方センチメートル 

シアン化水素及びシアン化合物 シアン化物イオンとして0.2ミリグラム シアン化物イオンとして20ミリグラム 

ジクロロメタン 2立方センチメートル 200立方センチメートル 

臭素 0.003立方センチメートル 0.3立方センチメートル 

水銀及びその化合物 水銀として0.002ミリグラム 水銀として0.2ミリグラム 

すず及びその化合物 すずとして0.07ミリグラム すずとして7ミリグラム 

窒素酸化物 

（燃焼により生成するものを除く。） 
1立方センチメートル 100立方センチメートル 

テトラクロロエチレン 2立方センチメートル 200立方センチメートル 

銅及びその化合物 銅として0.003ミリグラム 銅として0.3ミリグラム 

トリクロロエチレン 2立方センチメートル 200立方センチメートル 

トルエン 2立方センチメートル 200立方センチメートル 

鉛及びその化合物 鉛として0.003ミリグラム 鉛として0.3ミリグラム 

ニッケル及びその化合物 ニッケルとして0.03ミリグラム ニッケルとして3ミリグラム 

二硫化炭素 0.3立方センチメートル 30立方センチメートル 

砒素及びその化合物 砒素として0.02ミリグラム 砒素として2ミリグラム 

フェノール 0.2立方センチメートル 20立方センチメートル 

弗素、弗化水素及び弗化珪素 弗化物イオンとして0.05ミリグラム 弗化物イオンとして5ミリグラム 

ベンゼン 0.3立方センチメートル 30立方センチメートル 

ホスゲン 0.003立方センチメートル 0.3立方センチメートル 

ホルムアルデヒド 0.02立方センチメートル 2立方センチメートル 

マンガン及びその化合物 マンガンとして0.01ミリグラム マンガンとして1ミリグラム 

メタノール 7立方センチメートル 700立方センチメートル 

メチルエチルケトン 3立方センチメートル 300立方センチメートル 

硫化水素 0.3立方センチメートル 30立方センチメートル 

硫酸 0.03ミリグラム 3ミリグラム 

備考： 
１ この表に掲げる規制基準は、敷地境界線上基準にあっては標準状態に換算した大気１立方メートル中の有害物質の量、排出口基
準にあっては標準状態に換算した排出ガス１立方メートル中の有害物質の量とする。 

２ 敷地境界線上の測定場所は、原則として、特定工場等の敷地境界線上で、地上1.5メートルの高さとする。但し、敷地境界線上に
おいて測定することが適当でないと認められる場合は、敷地境界線以遠の適切な地点において測定できるものとする。 
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イ．騒音 

(ｱ) 環境基準 

騒音に係る環境基準を表4-2-2.30に示す。 

この基準は、地域の類型ごと、時間の区分ごとに基準値が定められており、道路に面

する地域とそれ以外の地域で異なる基準が適用されている。 

事業予定地は「都市計画法」に基づく用途地域の指定を受けてないため、いずれの区

域にも指定されていない。 

表4-2-2.30 騒音に係る環境基準 

平成10年環境庁告示第64号 

 [道路に面する地域以外の地域] 昭和51年京都府告示第479号 
基準値 

地域の類型 
昼間（6～22時） 夜間（22～6時） 

Ａ 

第1種低層住居専用地域、第2種低層住居専

用地域、第1種中高層住居専用地域、第2種

中高層住居専用地域 

Ｂ 
第1種住居地域、第2種住居地域、準住居地

域 

55dB以下 45dB以下 

Ｃ 

近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工

業地域、工業専用地域（久御山町の区域の

ものに限る） 

60dB以下 50dB以下 

注 ：地域は都市計画法第8条第1項に規定されたもの 

 

[道路に面する地域] 
基準値 

地域の区分 
昼 間（6～22時） 夜 間（22～6時） 

Ａ地域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する地

域 
60dB以下 55dB以下 

Ｂ地域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する地

域及びＣ地域のうち車線を有する道路に面する地域 
65dB以下 60dB以下 

注 ：車線とは、1縦列の自動車が安全かつ円滑に走行するために必要な一定の幅員を有する帯
状の車道部分をいう。この場合において、幹線交通を担う道路に近接する空間については、
上表にかかわらず、特例として次表の基準値の欄に掲げるとおりとする。 

 

基準値 

昼 間（6～22時） 夜 間（22～6時） 

70dB以下 65dB以下 

備考：個別の住居等において騒音の影響を受けやすい面の窓を主として閉めた生活が営まれて
いると認められるときは、屋内へ透過する騒音に係る基準（昼間にあっては45dB以下、
夜間にあっては40dB以下）によることができる。 

注1：「幹線交通を担う道路」とは、道路法第3条に規定する高速自動車国道、一般国道、都道
府県道及び市町村道(市町村道にあっては 4車線以上の区間に限る)並びに一般自動車道
であって都市計画法施行規則第7条第1項第1号に定める自動車専用道路をいう。 

注2：「幹線交通を担う道路に近接する空間」とは、2車線以下の車線を有する幹線交通を担う
道路は、道路端から15メートルまでの範囲、また、2車線を超える車線を有する幹線交
通を担う道路は、道路端から20メートルまでの範囲をいう。 
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(ｲ)規制基準等 

京都府知事は「騒音規制法」（昭和43年法律第98号）に基づき、特定工場等において

発生する騒音及び特定建設作業に伴って発生する騒音について規制する地域を指定して

いる。また、指定された地域について、同法に基づき国が時間区分及び区域の区分ごと

に定めた基準の範囲内おいて、京都府知事がこれらの区分に対応する時間及び区域の区

分ごとの規制基準を定めている。 

特定工場等において発生する騒音の規制に関する基準を表4-2-2.31、特定建設作業に

伴って発生する騒音の規制に関する基準を表4-2-2.32にそれぞれ示す。 

また、騒音規制法に基づき省令では、自動車が一定の条件で運行する場合に発生する

自動車騒音の大きさの許容限度を定めており、京都府が定めた指定地域内における自動

車騒音が省令で定める限度を超え、道路周辺の生活環境が著しく損なわれると認められ

るときには、市町村長は公安委員会に対して道路交通法の規定による措置を取るべきこ

とを要請するものとされている。自動車騒音の要請限度を表4-2-2.33に示す。 

なお、府条例では「騒音規制法」で指定する特定施設に加えて、16種の施設が特定施

設として追加されている。 

事業予定地は「都市計画法」に基づく用途地域の指定を受けてないため、いずれの区

域にも指定されていない。 

表4-2-2.31 特定工場等において発生する騒音の規制に関する基準 

昭和45年京都府告示第250号 

区域の区分 
昼 間 

（8～18時） 

朝（ 6～ 8時） 

夕（18～22時） 

夜 間 

（22～6時） 

第一種区域 
第1種低層住居専用地域、

第2種低層住居専用地域 
45dB 40dB 40dB 

第二種区域 

第1種中高層住居専用地

域、第2種中高層住居専用

地域、第1種住居地域、第2

種住居地域、準住居地域 

50dB 45dB 40dB 

第三種区域 
近隣商業地域、商業地域、

準工業地域 
65dB 55dB 50dB 

第四種区域 

工業地域、工業専用地域

（久御山町の区域のもの

に限る。） 

70dB 60dB 55dB 

注１：地域は都市計画法第8条第1項に規定されたもの 
注２：第２種区域、第３種区域及び第４種区域の区域内に所在する学校、保育所、病院及び診療所のう

ち患者を入院させるための施設を有するもの、図書館並びに特別養護老人ホームの敷地50メート
ルの区域内における規制基準は、当該各欄に定める当該値から 5dBを減じた値（第２種区域にあ
っては昼間及び朝夕に限る。）。 
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表4-2-2.32 特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準 

昭和43年厚生省・建設省告示第1号 
昭和43年政令第324号 

昭和46年京都府告示第626号 

特定建設作業の区分 

騒音の 

大きさの 

許容限度 

禁止される 

作業時間 

1日の 

作業の 

許容限度 

連続作業 

の 

許容期間 

休日作業 

の 

禁止 

1  くい打機(もんけんを除く。)、くい抜機

又はくい打くい抜機(圧入式くい打くい抜

機を除く。)を使用する作業(くい打機をｱ

ｰｽｵｰｶﾞｰと併用する作業を除く。) 

2  びょう打機を使用する作業 

3  さく岩機を使用する作業(作業地点が連

続的に移動する作業にあっては、1日にお

ける当該作業に係る2地点間の最大距離が

50mを超えない作業に限る。) 

4  空気圧縮機(電動機以外の原動機を用い

るものであって、その原動機の定格出力が

15kW以上のものに限る。)を使用する作業

(さく岩機の動力として使用する作業を除

く。) 

5  ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾟﾗﾝﾄ(混練機の混練容量が0.45m3

以上のものに限る。)又はｱｽﾌｧﾙﾄﾌﾟﾗﾝﾄ(混

練機の混練重量が200kg以上のものに限

る。)を設けて行なう作業(ﾓﾙﾀﾙを製造する

ためにｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾟﾗﾝﾄを設けて行なう作業を

除く。) 

6  ﾊﾞｯｸﾎｳ(一定の限度を超える大きさの騒

音を発生しないものとして環境大臣が指

定するものを除き、原動機の定格出力が

80kW以上のものに限る。)を使用する作業 

7  ﾄﾗｸﾀｰｼｮﾍﾞﾙ(一定の限度を超える大きさ

の騒音を発生しないものとして環境大臣

が指定するものを除き、原動機の定格出力

が70kW以上のものに限る。)を使用する作

業 

8  ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞｰ(一定の限度を超える大きさの

騒音を発生しないものとして環境大臣が

指定するものを除き、原動機の定格出力が

40kW以上のものに限る。)を使用する作業 

85dB 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1号区域 

 

午後7時 

から翌日の

午前7時ま

で 

 

 

 

第2号区域 

 

午後10時か

ら翌日の午

前6時まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1号区域 

 

10時間 

 

 

 

 

 

 

第2号区域 

 

14時間 

6日以内 

日曜日その

他の休日に

は行わない

こと 

注１：第1号区域とは、規制地域のうち、第1種低層住居専用地域、第2種低層住居専用区域、第1種中高層住居専
用区域、第2種中高層住居専用地域、第１種住居地域、第2種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地
域及び準工業地域並びにこれらの地域以外の規制地域のうち、学校、保育所、病院、診療所のうち患者を入院
させるための施設を有するもの、図書館及び特別養護老人ホームの敷地の周囲80メートルの区域内をいい、第
2号区域とは、規制地域のうち、第1号区域以外の区域をいう。 

注２：当該作業がその作業を開始した日に終わるものを除く。 
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表4-2-2.33 自動車騒音の要請限度 

平成12年総理府令第15号 
平成12年京都府告示第171号 

区域の区分 
昼 間 

（6～22時） 

夜 間 

（22～6時） 

１車線を有する道路に面する区

域 
65dB 55dB ａ

区

域 

第1種低層住居専用地域、第2

種低層住居専用地域、第1種

中高層住居専用地域、第2種

中高層住居専用地域 
２車線以上の車線を有する道路

に面する区域 
70dB 65dB 

１車線を有する道路に面する区

域 
65dB 55dB ｂ

区

域 

第1種住居地域、第2種住居地

域、準住居地域 

２車線以上の車線を有する道路

に面する区域 
75dB 70dB 

ｃ

区

域 

近隣商業地域、商業地域、準

工業地域、工業地域、工業専

用地域（久御山町の区域のも

のに限る。） 

車線を有する道路に面する区域 

75dB 70dB 

備考：上表に揚げる区域のうち幹線交通を担う道路に近接する区域(2車線以下の車線を有する道路の場
合は道路の敷地の境界線から15ｍ、2車線を超える車線を有する道路の場合は道路の敷地の境界
線から20mまでの範囲をいう)に係る限度は上表にかかわらず、昼間においては75dB、夜間におい
ては70dBとする。 

注 ：地域は都市計画法第8条第1項に規定されたもの 

 

ウ．振動 

振動については、環境基準は定められていない。 

京都府知事は「振動規制法」(昭和51年法律第64号)に基づき、特定工場等において発

生する振動及び特定建設作業に伴って発生する振動について規制する地域を指定してい

る。また、指定された地域について、同法に基づき国が時間区分及び区域の区ごとに定

めた基準の範囲内おいて、京都府知事がこれらの区分に対応する時間及び区域の区分ご

との規制基準を定めている。 

特定工場等において発生する振動の規制に関する基準を表4-2-2.34、特定建設作業に

伴って発生する騒音の規制に関する基準を表4-2-2.35にそれぞれ示す。 

また、振動規制法に基づき省令では、自動車が一定の条件で運行する場合に発生する

自動車振動の大きさの許容限度を定めており、京都府が定めた指定地域内における自動

車振動が省令で定める限度を超え、道路周辺の生活環境が著しく損なわれると認められ

るときには、市町村長は公安委員会に対して道路交通法の規定による措置を取るべきこ

とを要請するものとされている。道路交通振動の要請限度を表4-2-2.36に示す。 

なお、府条例では「振動規制法」で指定する特定施設に加えて、8種の施設が特定施

設として追加されている。 

事業予定地は「都市計画法」に基づく用途地域の指定を受けてないため、いずれの区

域にも指定されていない。 
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表4-2-2.34 特定工場等において発生する振動の規制に関する基準 

昭和53年京都府告示第3号 

区域の区分 
昼 間 

(8～19時) 

夜 間 

(19～8時) 

第一種区域 

第1種低層住居専用地域、第2種低層住居

専用地域、第1種中高層住居専用地域、

第2種中高層住居専用地域、第1種住居地

域、第2種住居地域、準住居地域 

60dB 55dB 

第二種区域 

近隣商業地域、商業地域、準工業地域、

工業地域、工業専用地域（久御山町の区

域のものに限る） 

65dB 60dB 

注１：地域は都市計画法第8条第1項に規定されたもの 
注２：各区域内に所在する学校、保育所、病院及び診療所のうち患者を入院させるための施設を有するも
の、図書館並びに特別養護老人ホームの敷地 50メートルの区域内における規制基準は、当該各欄に
定める当該値から5dBを減じた値（第１種区域にあっては昼間に限る。）。 

 

表4-2-2.35 特定建設作業に伴って発生する振動の規制に関する基準 

昭和51年政令第280号 
昭和51年総理府令第58号 
昭和53年京都府告示第4号 

特定建設作業の区分 

振動の 

大きさの 

許容限度 

禁止 

される 

作業時間 

1日の作業 

の 

許容限度 

連続作業 

の 

許容期間 

休日作業 

の 

禁止 

1  くい打機(もんけん及び圧入式くい打機を除く。)、く

い抜機(油圧式くい抜機を除く。)又はくい打くい抜機

(圧入式くい打くい抜機を除く。)を使用する作業 

2  鋼球を使用して建築物その他の工作物を破壊する作業 

3  舗装版破砕機を使用する作業(作業地点が連続的に移

動する作業にあっては、1日における当該作業に係る2地

点間の最大距離が50mを超えない作業に限る。) 

4  ﾌﾞﾚｰｶｰ(手持式のものを除く。)を使用する作業(作業地

点が連続的に移動する作業にあっては、1日における当

該作業に係る2地点間の最大距離が50mを超えない作業

に限る。) 

75dB 

 
第1号区域 

午後7時か

ら翌日の

午前7時ま

で 
 
第2号区域 

午後10時

から翌日

の午前6時

まで 

 

第1号区域 

 

10時間 

 

 

 

第2号区域 

 

14時間 

6日以内 

日曜日そ

の他の休

日には行

わないこ

と 

備考:第1号区域とは、規制地域のうち、第1種低層住居専用地域、第2種低層住居専用区域、第1種中高層住居

専用区域、第2種中高層住居専用地域、第１種住居地域、第2種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商

業地域及び準工業地域並びにこれらの地域以外の規制地域のうち、学校、保育所、病院、診療所のうち患者

を入院させるための施設を有するもの、図書館及び特別養護老人ホームの敷地の周囲80メートルの区域内

をいい、第2号区域とは、規制地域のうち、第1号区域以外の区域をいう。 
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表4-2-2.36 道路交通振動の要請限度 

昭和51年総理府令第58号 
昭和53年京都府告示第5号 

区域の区分 
昼 間 

(8～19時) 

夜 間 

(19～8時) 

第一種区域 

第1種低層住居専用地域、第2種低層住居

専用地域、第1種中高層住居専用地域、

第2種中高層住居専用地域、第1種住居地

域、第2種住居地域、準住居地域 

65dB 60dB 

第二種区域 

近隣商業地域、商業地域、準工業地域、

工業地域、工業専用地域（久御山町の区

域のものに限る） 

70dB 65dB 

備考:区域の区分及び時間の区分は、特定工場等の振動の場合と同様である。 
振動の測定場所は、道路の敷地の境界線とする。 
振動の測定は、当該道路に係る道路交通振動を対象とし、当該道路交通振動の状況を代表すると認め
られる1日について、昼間及び夜間の区分ごとに1時間当り1回以上の測定を4時間以上行うものとす
る。 
振動レベルは、5秒間隔、百個又はこれに準ずる間隔、個数の測定値の80％レンジの上端の数値を、
昼間及び夜間の区分ごとに全てについて平均した数値とする。 

 

エ．悪臭 

悪臭については、環境基準は定められていない。 

「悪臭防止法」(昭和46年法律第91号)に基づく規制基準を表4-2-2.37に示す。 

事業予定地はＢ地域に指定されている。 

 

表4-2-2.37 悪臭防止法に基づく規制基準 

[敷地境界線] 昭和51年京都府告示第20号 
許容限度(ppm) 許容限度(ppm) 

悪臭物質 
Ａ地域 Ｂ地域 

悪臭物質 
Ａ地域 Ｂ地域 

ｱﾝﾓﾆｱ 1 5 ｲｿﾊﾞﾚﾙｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ  0.003  0.01 

ﾒﾁﾙﾒﾙｶﾌﾟﾀﾝ 0.002 0.01 ｲｿﾌﾞﾀﾉｰﾙ  0.9 20 

硫化水素 0.02 0.2 酢酸ｴﾁﾙ  3 20 

硫化ﾒﾁﾙ 0.01 0.2 ﾒﾁﾙｲｿﾌﾞﾁﾙｹﾄﾝ  1  6 

二硫化ﾒﾁﾙ 0.009 0.1 ﾄﾙｴﾝ 10 60 

ﾄﾘﾒﾁﾙｱﾐﾝ 0.005 0.07 ｽﾁﾚﾝ  0.4  2 

ｱｾﾄｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ 0.05 0.5 ｷｼﾚﾝ  1  5 

ﾌﾟﾛﾋﾟｵﾝｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ 0.05 0.5 ﾌﾟﾛﾋﾟｵﾝ酸  0.03  0.2 

ﾉﾙﾏﾙﾌﾞﾁﾙｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ 0.009 0.08 ﾉﾙﾏﾙ酪酸  0.001  0.006 

ｲｿﾌﾞﾁﾙｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ 0.02 0.2 ﾉﾙﾏﾙ吉草酸  0.0009  0.004 

ﾉﾙﾏﾙﾊﾞﾚﾙｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ 0.009 0.05 ｲｿ吉草酸  0.001  0.01 
注：「Ａ地域」とは、規制地域のうちＢ地域以外の地域をいう。 
  「Ｂ地域」とは、規制地域のうち農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法律第58号）第６条の

規定により農業振興地域として指定された地域及び国土利用計画法（昭和49年法律第92号）第９条
の規定により森林地域として定められた地域（都市計画法第７条第２項に規定する市街化区域にあ
るものを除く。）をいう。 
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④ 京都府循環型社会形成計画 

京都府循環型社会形成計画の概要を表4-2-2.48に示す。 

京都府では、平成15年3月に「京都府循環型社会形成計画」を策定（平成19年3月に一

部見直し）している。この計画は、京都府において循環型社会の形成を推進していくた

めの基本的な方向を示すものであり、府民、事業者等が構成する自主的な活動団体（環

境ＮＧＯ、環境ＮＰＯ等）、京都府、京都府内市町村等のすべての主体が、取り組んで

いくための指針として策定された。 

表4-2-2.48 京都府循環型社会形成計画の概要 

項 目 概 要 

趣旨 
廃棄物等の発生抑制、再使用、再生利用等が促進された循環型社会の形成に向け
て、基本的な方向を示し、府民・事業者・環境ＮＰＯ・市町村・府等の各主体が
取り組んでいく指針として策定 

計画期間 平成14年度から平成22年度（中間目標年度：平成17年度） 

基本方針 

１ 生活様式を転換し、循環型社会の形成を促進 
２ 各主体の役割に応じた自主的な取組と協働取組の推進 
３ 発生抑制と再使用を重点的取組に位置づけ、再生利用を促進 
４ 経済活動の質の転換等による環境と経済との共生 
５ 廃棄物処理のルールとマナーを守る町づくり 
６ 府民、事業者等の取組意識の醸成 

 

(10) 文化財及び埋蔵文化財包蔵地の状況 

綾部市の文化財等の状況を表4-2-2.49、図4-2-2.7に示す。 

これによると、平成18年4月現在、国指定の史跡、名勝、天然記念物は3件となってい

る。また、美術工芸品は7件となっている。 

事業予定地周辺では、南南西約3kmに「文化財保護法」（昭和25年法律第214号）で名

勝に指定（昭和45年）されている照福寺庭園が、また北北西約2.5kmの位置に「京都府文

化財保護条例」（昭和56年京都府条例第27号）で指定（昭和61年）されている石田神社

文化財環境保全地区がある。 

また、綾部市内の既知の埋蔵文化財包蔵地（遺跡）は1,219件となっている。 

事業予定地周辺では、北東約1.0kmに「文化財保護法」（昭和25年法律第214号）で史

跡に指定されている十倉志茂遺跡、北東約1.5kmにみこ谷１号墳、２号墳、しも島古墳、

北東約1.7kmに沼ヶ谷城跡、北北東約1.7kmに赤道城跡、南約2.5kmに山家城跡、陣屋跡が

ある。 
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表4-2-2.49 綾部市の文化財等 

種 別 件数 

重文(棟数等) 3 (3) 
建造物 

国宝(棟数等) 1 (1) 

絵 画 重文（国宝） 2 (-) 

彫 刻 〃 3 (-) 

工芸品 〃 1 (-) 

書跡典籍 〃 1 (-) 

古文書 〃 1 (-) 

考古資料 〃 - (-) 

歴史資料 〃 - (-) 

国
宝
・
重
要
文
化
財
（
件
） 

美術工芸品 

小 計 〃 8 (-) 

史 跡 2 

名 勝 1 
国
指
定
史

跡
名
勝
天

然
記
念
物

（
件
） 

天然記念物 - 

指定 5 
建造物 

登録 7 

指定 1 
絵画 

登録 - 

指定 - 
彫刻 

登録 1 

指定 2 
工芸品 

登録 - 

指定 - 書跡 

典籍 登録 - 

指定 - 
古文書 

登録 1 

指定 1 考古 

資料 登録 - 

指定 - 歴史 

資料 登録 - 

指定 4 

有形文化財 

美術工芸品 

小 計 
登録 2 

指定 1 
無形文化財 

登録 - 

指定 - 
有形 

登録 - 

指定 - 
民族文化財 

無形 
登録 3 

指定 - 
史 跡 

登録 - 

指定 1 
名 勝 

登録 - 

指定 1 
天然記念物 

登録 - 

指定 12 
小 計 

登録 12 

文化財環境保全地区 決定 5 

選定保存技術 選定 - 

京
都
府
指
定
・
登
録
等
文
化
財
（
件
） 

合 計 29 

埋蔵文化財包蔵地 1,219 

注１：国宝・重要文化財、国指定史跡名勝天然記念物の数値は平成18年4月1日現在、京都府指定・登録等文化財の数値は
平成18年8月1日現在（遺跡除く） 

注２：国宝件数は、重要文化財件数の内数 
注３：京都府指定・登録等文化財について、国指定文化財に指定されたため京都府の指定（登録）が解除（取消し）となっ

た件数、重要文化財及び府指定文化財に指定並びに文化財の焼失により府の登録が取消しとなった件数は含まない 
資料：「京都府文化財総合目録」（平成18年、京都府） 

「京都府遺跡地図（第3版）」（2004.3、京都府） 
 



凡 例
事業予定地

○ 文化財等の位置

埋蔵文化財 図4-2-2.7 事業予定地周辺の
文化財等

Ｓ = １：２５,０００
m

 0         250                   750

資料：「京都府遺跡地図 (第3版)」（2004.3、京都府）

照福寺庭園

山家陣屋跡

宮ノ腰古墳群

赤坂城跡

沼ヶ谷城跡

十倉志茂遺跡

赤道城跡

山家城跡

甲が峯経塚

張田遺跡
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梨子ヶ岡城跡

仲井根遺跡

森ノ上古墳

柳古墳

森林古墳

下嶋迫北古墳

下嶋迫南古墳

●

●
●

●

●

●

●

大栗古墳群

●●
●

寺ノ上古墳

●

●●
●●

●●
●



- 96 - 

5 対象事業に係る環境影響評価の項目及び調査等の手法 

 環境影響評価の項目及び調査等の手法は、「環境影響評価等についての技術的事項に関する指

針」（平成11年京都府告示第276号）に基づき、以下のように選定する。 

 

5-1 環境影響要因の抽出 

対象事業の実施に係る環境影響要因は、本事業に係る工事の実施（以下、「工事中」とい

う。）、土地又は工作物の存在及び供用（以下、「供用時」という。）において想定される

事業活動の内容を検討し、抽出した。その結果を表5-1.1に示す。 

表5-1.1 環境影響要因の抽出 

環境影響要因 想定される事業活動の内容 

造成等の工事による一

時的な影響 

事業予定地は開発済の造成地で、排水路、調

整池、搬入路も全て整備済であり既に整地さ

れているが、建設工事に伴い基礎掘削工事が

ある。また建設工事に際して建設副産物の一

時的発生がある。 

建設機械の稼働 基礎工事や工作物の建設工事を実施するた

め、各種建設機械が稼動する。 

工事の実施 

資材及び機械の運搬に

用いる車両の運行 

工事用の資材及び機材の搬出入に際して、工

事用車両の運行がある。 

地形改変後の土地及び

工作物の存在 

新たに工作物が出現する。 

施設の稼働 

 

産業廃棄物焼却施設及び関連施設が稼動す

る。 

土地又は工作

物の存在及び

供用 
施設利用車両の運行 施設利用車両の運行がある。 

 

 

5-2 環境影響評価の項目の選定 

環境影響評価の項目については、事業特性及び地域特性を勘案して選定した。その結果を

表5-2.1～表5-2.3に示す。 

環境影響評価の対象として抽出した環境要素は、大気質、騒音、振動、悪臭、地下水、土

壌、景観、廃棄物等、温室効果ガス等の９項目である。 
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表5-2.1 環境影響評価項目の選定・非選定理由 

工事の実施 
土地又は工作物 

の存在及び供用 

影響要因 
の区分 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

環境要素 
の区分 

造
成
等
の
工
事
に
よ
る
一
時
的
な
影
響 

建
設
機
械
の
稼
働 

資
材
及
び
機
械
の
運
搬
に
用
い
る
車
両
の
運
行 

地
形
改
変
後
の
土
地
及
び
工
作
物
の
存
在 

施
設
の
稼
働 

施
設
利
用
車
両
の
運
行 環境影響評価項目の選定・非選定理由 

二酸化硫黄     〇  

 
供用時には施設の稼働に伴う煙突排ガスを排出する。この排ガスに
含まれている二酸化硫黄による大気質への影響を検討するため選
定する。なお、工事中には建設機械の稼働や工事用車両の運行に伴
う排ガス、供用時には施設利用車両の運行に伴う排ガスが排出する
が、燃料に含まれる硫黄分は非常に少ないため、排ガス中に含まれ
ている二酸化硫黄も少なく、大気質への影響は殆どないと考えられ
ることから選定しない。 
 

一酸化炭素       

 
一酸化炭素の主な発生源は自動車排ガスであるが、近年の自動車の
性能改善により、全国的に環境基準は達成されている状況である。
また、施設の稼働に伴う煙突排ガス中に含まれている一酸化炭素も
少なく、大気質への影響は殆どないと考えられることから選定しな
い。 
 

浮遊粒子状

物質 
 ○ ○  ○ ○ 

 
工事中には建設機械の稼働や工事用車両の運行に伴う排ガス、供用
時には施設の稼働に伴う煙突排ガスや施設利用車両の運行に伴う
排ガスを排出する。これらの排ガスに含まれている浮遊粒子状物質
による大気質への影響を検討するため選定する。 
 

窒素酸化物  ○ ○  ○ ○ 

 
工事中には建設機械の稼働や工事用車両の運行に伴う排ガス、供用
時には施設の稼働に伴う煙突排ガスや施設利用車両の運行に伴う
排ガスを排出する。これらの排ガスに含まれている窒素酸化物によ
る大気質への影響を検討するため選定する。 
 

光化学オキ

シダント 
      

 
光化学オキシダントは窒素酸化物等が太陽光の作用によって複雑
な光化学反応をおこして二次的に生成される物質であり、本事業に
よって直接排出する物質ではないことから選定しない。なお、光化
学オキシダントの原因物質の１つである窒素酸化物は、前項におい
て選定している。 
 

ベンゼン       

 
ベンゼンは約650℃で発火し分解され、施設の稼働に伴う煙突排ガ
ス中にはほとんど含まれていないことから選定しない。 
 

トリクロロ

エチレン 
      

テトラクロ

ロエチレン 
      

ジクロロメ

タン 
      

トリクロロエチレンは410℃、ジクロロメタンは660℃で発火し、テ
トラクロロエチレンも燃焼温度850℃以上の高温により熱分解され
ることから選定しない。 

ダイオキシ

ン類 
    ○  

 
供用時には施設の稼働に伴う煙突排ガスを排出する。この排ガスに
含まれているダイオキシン類による大気質への影響を検討するた
め選定する。 
 

有害物質 

(塩化水素) 
    ○  

 
供用時には施設の稼働に伴う煙突排ガスを排出する。この排ガスに
含まれている主な有害物質の中では塩化水素による大気質への影
響を検討するため選定する。 
 

環
境
の
自
然
的
構
成
要
素
の
良
好
な
状
態
の
保
持
を
旨
と
し
て
調
査
、
予
測
及
び
評
価
さ
れ
る
べ
き
環
境
要
素 

大
気
環
境 

大
気
質 

粉じん       

 
事業予定地は既に造成済みの土地であり、本事業の実施に伴い新た
な裸地面が出現することはないことから選定しない。 
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表5-2.2 環境影響評価項目の選定・非選定理由 

工事の実施 
土地又は工作物 

の存在及び供用 
影響要因 
の区分 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

環境要素 
の区分 

造
成
等
の
工
事
に
よ
る
一
時
的
な
影
響 

建
設
機
械
の
稼
働 

資
材
及
び
機
械
の
運
搬
に
用
い
る
車
両
の
運
行 

地
形
改
変
後
の
土
地
及
び
工
作
物
の
存
在 

施
設
の
稼
働 

施
設
利
用
車
両
の
運
行 

環境影響評価項目の選定・非選定理由 

騒
音 

騒音  ○ ○  ○ ○ 

 
工事中には建設機械の稼働に伴う建設作業騒音や工事用車両の運
行に伴う自動車騒音、供用時には施設の稼働に伴う工場・事業場騒
音や施設利用車両の運行に伴う自動車騒音の発生があることから、
その影響を検討するため選定する。 

振
動 

振動  ○ ○  ○ ○ 

 
工事中には建設機械の稼働に伴う建設作業振動や工事用車両の運
行に伴う道路交通振動、供用時には施設の稼働に伴う工場・事業場
振動や施設利用車両の運行に伴う道路交通振動の発生があること
から、その影響を検討するため選定する。 

大
気
環
境 

悪
臭 

悪臭     ○  

 
供用時での施設の稼働に伴う煙突排ガス、施設からの漏洩による悪
臭の影響を検討するため選定する。 

水質汚濁*1       

 
供用時には施設の稼働に伴う排水が発生するが、施設内で適正に処
理した後に再利用するクローズドシステムである。また生活排水は
農業集落排水処理施設に放流する計画であるため、排水を下流河川
へ放流しないことから選定しない。 水

質 

水の濁り

（SS） 
      

 
事業予定地は既に造成済みの土地であり、施設の基礎工事に伴う掘
削工事はあるが、本事業の実施に伴い新たに大規模な裸地面が出現
することはないことから選定しない。 

水
底
の
底
質 

底質汚染*2       

 
供用時には施設の稼働に伴う排水が発生するが、施設内で適正に処
理した後に再利用するクローズドシステムである。また生活排水は
農業集落排水処理施設に放流する計画であるため、排水を下流河川
へ放流しないことから選定しない。 

地下水の

水質*3 
    ○  

 
供用時には施設の稼働に伴う排水が発生するが、施設内で適正に処
理した後に再利用するクローズドシステムであるため、排水を地下
へ浸透させる行為はないが、揚水による地下水位の低下などにより
水質の変化も考えられることから選定する。 

水
環
境 

地
下
水
の
水
質 

及
び
水
位 地 下 水 の

水位 
    ○  

 
本事業では地下水の揚水を行うが、深層地下水（地下100ｍ程度）
からの揚水のため、表層地下水への影響は軽微であると考えられる
が、近隣において井戸が使用されている実態を考慮し選定する。 

地
形
及
び 

地
質 

重 要 な 地

形・地質及

び自然現象 

      

 
事業予定地は既に造成済みの土地であり、事業予定地内には保全を
必要とする重要な地形、地質及び自然現象も存在しないことから選
定しない。 

地
盤 

地盤沈下       

 
本事業では地下水の揚水があるが深層地下水（地下100ｍ程度）か
らの揚水であり、揚水量も350t/日程度と少なく、地盤沈下は発生
しないものと考えられることから選定しない。 

地
質
・
土
壌
環
境 

土
壌 

土壌汚染*4     ○  

 
供用時には施設の稼働に伴う煙突排ガスを排出する。この排ガス中
に含まれている大気汚染物質の降下による影響を検討するため選
定する。 

環
境
の
自
然
的
構
成
要
素
の
良
好
な
状
態
の
保
持
を
旨
と
し
て
調
査
、
予
測
及
び
評
価
さ
れ
る
べ
き
環
境
要
素 

その他の環

境 
日照阻害       

 
供用時には事業予定地内に新たな工作物を創出することが、最寄民
家や敷地の境界から十分離れた位置に建設する計画であり、日陰に
よる日照障害はないことから選定しない。 

注 ：＊1は環境基準及び排水基準に係る項目 

＊2は水底土砂の判定基準に係る項目 

＊3は水道法に係る水質基準項目(簡易項目)及びイオン分析項目等 

＊4は環境基準に係る項目 
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表5-2.3 環境影響評価項目の選定・非選定理由 

工事の実施 
土地又は工作物 

の存在及び供用 
影響要因 
の区分 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

環境要素 
の区分 

造
成
等
の
工
事
に
よ
る
一
時
的
な
影
響 

建
設
機
械
の
稼
働 

資
材
及
び
機
械
の
運
搬
に
用
い
る
車
両
の
運
行 

地
形
改
変
後
の
土
地
及
び
工
作
物
の
存
在 

施
設
の
稼
働 

施
設
利
用
車
両
の
運
行 環境影響評価項目の選定・非選定理由 

動物 
重要な種・ 
注 目 す べ
き生息地 

      

重 要 な 種
及び群落 

      

植物 植 物 生 育
環 境 と し
ての土壌 

      

生
物
の
多
様
性
の
確
保
及
び
自
然
環
境
の

体
系
的
保
全
を
旨
と
し
て
調
査
、
予
測
及

び
評
価
さ
れ
る
べ
き
環
境
要
素 生態系 

地 域 を 特
徴 づ け る
生態系 

      

事業予定地は既に造成済みの土地であり、工事の実施に伴い動植物
の生息・生育場所への直接的な改変による影響はない。供用時には
施設の稼働に伴う煙突排ガスを排出するものの、類似施設による植
物への間接的な影響の報告はなされていない。また、煙突排出ガス
中の大気汚染物質による植物の生育に対する間接的な影響は、文献
1＊によると、二酸化硫黄が0.02ppm以上、二酸化窒素0.5ppm以上で
生育に一部影響するとされ、それに比べて最大着地濃度は充分低い
ものと想定される。現地踏査の結果によると周辺には猛禽類の生息
環境として一部に比較的好適な場所も点在しているが、営巣の形跡
は無く、林の分布も谷沿いのごく一部に限られている。以上のこと
から事業予定地周辺を生息基盤としている動物相（留意すべき）及
び生態系への影響は小さいと考えられる。したがって選定しない。 

景観 

主 要 な 眺
望 点 及 び
景 観 資 源
並 び に 眺
望景観 

   ○   
事業の実施によって事業予定地内に新たな工作物を創出すること

から、その影響を検討するため選定する。 

人
と
自
然
と
の
豊
か
な
触
れ

合
い
の
確
保
を
旨
と
し
て
調

査
、
予
測
及
び
評
価
さ
れ
る
べ

き
環
境
要
素 

人 と 自 然
と の 触 れ
合 い の 活
動の場 

主 要 な 人
と 自 然 と
の 触 れ 合
い の 活 動
の場 

      
事業の実施によって、人と自然との触れ合いの活動の場の直接的な
消滅・消失または間接的な利用上の制限をもたらさないことから選
定しない。 

廃棄物 ○    ○  

 
工事中には型枠等の建設廃材や生活系ごみ、供用時には施設の稼働
に伴い溶融固化物（スラグ）、溶融飛灰、排水処理汚泥、補修工事
に伴い耐火物、煙道の清掃灰、断熱材、フィルター廃材等の廃棄物
が発生することから選定する。 
 

廃棄物等 

建設工事に
伴う副産物
（残土等） 

○      

 
事業予定地は既に造成済みの土地であるが、基礎掘削時に残土発生
が考えられることから選定する。 
 

温 室 効 果
ガス（二酸
化炭素等） 

 ○ ○  ○ ○ 

 
工事中には建設機械の稼働や工事用車両の運行、供用時には施設の
稼働や施設利用車両の運行に伴い温室効果ガス（二酸化炭素等）が
発生することから選定する。 
 

環
境
へ
の
負
荷
の
量
の
程
度
に
よ
り
予
測
及
び
評
価
さ
れ
る
べ

き
環
境
要
素 

温 室 効 果
ガス等 

オ ゾ ン 層
破 壊 物 質
(フロン等) 

      

 
事業の実施によって、オゾン層破壊物質（フロン等）の搬出入はな
いことから選定しない。 
 

歴史的・文
化的景観 

主 要 な 歴
史的・文化
的 景 観 に
係 る 眺 望
点 及 び 歴
史的・文化
的 景 観 並
び に 主 要
な 歴 史
的・文化的
眺望景観 

      
事業予定地内及び周辺には歴史的・文化的景観に係る眺望点及び歴
史的・文化的景観並びに主要な歴史的・文化的眺望景観の保全が必
要なものは存在しないことから選定しない。 

歴
史
的
・
文
化
的
環
境
の
保
全
を
旨
と
し
て

調
査
、
予
測
及
び
評
価
さ
れ
る
べ
き
環
境
要

素 

文化財、埋
蔵 文 化 財
包蔵地 

文化財、天
然 記 念 物
等 

      
事業予定地は既に造成済みの土地であり、事業予定地内及びその近隣に
は文化財、天然記念物等の保全が必要なものも存在しないため選定しな
い。 

注：文献1＊は「大気環境の変化と植物（門司正三他著）」（昭和54年、東京大学出版会）、「環境汚染と指標植物（峠田宏著）」

（昭和49年、共立出版） 
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5-3 環境影響評価の調査、予測及び評価の手法 

環境影響評価に係る調査、予測及び評価の手法は、事業特性及び地域特性を勘案し選定し

た。環境要素別の調査、予測及び評価の手法を以下に示す。 

また、調査、予測及び評価の手法をまとめたものを表5-3.1～表5-3.2に、現地調査地点図

を図5-3.1に示す。 

 

5-3-1 環境の自然的構成要素の良好な状態の保持を旨として調査、予測及び評価されるべき環境

要素 

(1) 大気環境 

1）大気質 

① 影響要因と環境要素 

工事中においては、建設機械の稼働に伴う排ガスや工事用車両の運行に伴う排ガスを

排出する｡また、供用時においては、施設の稼働に伴う煙突排ガスや施設利用車両の運行

に伴う排ガスを排出し、これらに含まれている大気汚染物質によって大気質の変化が生

じる可能性が想定される。 

したがって、大気汚染物質として「大気の汚染に係る環境基準」等に規定されている

物質のうち、本事業による影響が想定されるものを対象として、調査、予測、評価を実

施する｡（物質別の選定理由は表5-2.1参照） 

② 調査 

ア 資料調査 

資料調査は、気象庁、京都府等が実施する大気質関連調査結果の最新版を対象に収集

し整理する｡主な資料は以下とする。 

・ 京都地方気象台地上気象観測原簿（福知山地域気象観測所） 

・ 京都府大気汚染常時監視測定局測定結果（綾部測定局） 

 

イ 現地調査（一般環境大気質） 

(ｱ) 調査目的 

一般環境大気質については、工事中の建設機械の稼働に伴う排ガス、供用時の施設の

稼働に伴う煙突排ガスによる大気質の変化への影響を予測・評価する上で基礎情報とな

る一般環境大気質の現況を把握するため、調査を実施する。 

(ｲ) 調査対象 

調査対象は、一般環境大気質の現況を把握するため、環境保全上の基準値や規制値が
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定められ本事業の実施に伴う変化が想定されるもの、及び予測・評価する上で基礎情報

となるものとして二酸化硫黄、浮遊粒子状物質、窒素酸化物、ダイオキシン類、塩化水

素の５物質を対象とする。その他、調査結果を解析する上で重要となる測定時の気象の

状況（風向・風速、気温、湿度）についても、同一地点で実施する｡ 

(ｳ) 調査方法 

調査方法は、環境基準、大気汚染物質測定法指針に定める方法等に準じて行うものと

する｡ 

表5-3-1.1 一般環境大気質に係る調査方法 

対象 調査方法 

二酸化硫黄 
ステーション設置による自動連続測定 

（溶液導電率法） 

浮遊粒子状物質 
ステーション設置による自動連続測定 

（β線吸収法） 

窒素酸化物 
ステーション設置による自動連続測定 

（ザルツマン吸光光度法） 

ダイオキシン類 
サンプリング（7日間連続吸引）分析 

（ガスクロマトグラフ法） 

塩化水素 
サンプリング（24時間連続吸引）分析 

（イオンクロマトグラフ法） 

気象条件 

(風向･風速､気温､湿度) 
ステーション設置による自動連続測定 

 

(ｴ) 調査地域 

本事業（廃油焼却施設の設置）とほぼ同規模の類似事例によると、煙突排ガスによる

大気汚染物質の最大着地濃度出現地点（年平均値）は事業予定地から約１km離れた付近

であることから、その２倍の距離までが本事業による大気汚染に係る環境影響を受ける

おそれのある地域と考えられる。したがって、調査地域は事業予定地の中心から２kmの

範囲を対象とする｡ 

(ｵ) 調査地点 

調査地点は、調査地域内において住居の用に供されている場所や生活環境上の配慮を

要する場所の近くで、調査用資機材の安全な設置や電源の確保ができ、調査の実施に伴

い地域の方々の日常生活に著しい支障が生じない場所として５地点（A1、A2、A3、A4、

A5）を選定する（図5-3.1参照）。なお、試料空気の採取位置は、人が通常生活し呼吸す

る高さとして地上1.5～10mの範囲で設定する。 

調査地点の主な選定理由を以下に示す。 
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表5-3-1.2 一般環境大気質に係る調査地点 

地点 位置 主な選定理由 

A1 綾部市十倉志茂町 

事業予定地までの距離が近く、住居の用（集落）に供さ

れている地域を代表する地点で、測定機器が設置可能な

児童公園敷地内 

A2 綾部市旭町 

事業予定地までの距離が近く、住居の用(集落)に供され

ている朝金地域を代表する地点で、測定機器が設置可能

な場所 

A3 綾部市旭町 
住居の用(集落)に供されている七廻り地域を代表する

地点で、測定機器が設置可能な場所 

A4 綾部市旭町 
住居の用(集落)に供されている塩谷地域を代表する地

点で、測定機器が設置可能な場所 

A5 綾部市橋上町 

事業予定地までの距離が近く、住居の用(集落)に供され

ている照用地域を代表する地点で、測定機器が設置可能

な場所 

(ｶ) 調査期間等 

調査時期は、既存観測地点の測定結果からみていくつかの調査対象物質の濃度は年間

を通じて環境基準値を下回る濃度で推移していること、京都府大気汚染常時監視測定局

（綾部測定局）において年間測定が実施されおり、通年の変動特性は把握できることか

ら、一年間の代表的な季節（春、夏、秋、冬）とする｡ 

調査期間は、一般的な社会活動や気象変動の周期が含まれる１週間（各季７日間）と

する。 

(ｷ) 調査結果の整理 

調査結果は、年間の平均的状況、季節変動の特性、環境基準値との比較を整理し、同

時に測定した気象特性との関連についても解析し、文章、図、表で記載する。また、年

間の平均的状況を予測・評価時や事後調査時の参考値として利用する。 

ウ 現地調査（沿道大気質） 

(ｱ) 調査目的 

沿道大気質については、工事中の工事用車両の運行に伴う排ガス、供用時の施設利用

車両（主に運搬車両、通勤車両を想定）の運行に伴う排ガスの影響を予測・評価する上

で基礎情報となる沿道大気質の現況を把握するため、調査を実施する。 

(ｲ) 調査対象 

調査対象は、沿道大気質の現況を把握するため、自動車排ガス中に含まれる主な大気

汚染物質のうち、環境保全上の基準値や規制値が定められ、本事業の実施に伴う変化が

想定されるもの、及び予測・評価する上で基礎情報となるものとして、窒素酸化物、浮

遊粒子状物質を対象とする。その他、調査結果を解析する上で重要となる測定時の気象
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の状況（風向・風速、気温、湿度）についても、同一地点で実施する｡ 

なお、自動車排ガス中に含まれる成分としては、二酸化硫黄と一酸化炭素も考えられ

る。しかしながら、二酸化硫黄については、京都府大気汚染常時監視測定局の綾部測定

局における測定結果からみて、事業予定地周辺での大気中の濃度は環境基準値を下回っ

ている。また、二酸化硫黄は燃料規制等の発生源対策が図られ、一酸化炭素についても

これまでの自動車排ガス規制により低減が図られ、近年では自動車排ガス測定局で環境

基準が達成されている。このような状況から、本事業に伴う自動車排ガスに起因する二

酸化硫黄及び一酸化炭素による大気質の変化はほとんどないと考えられることから対象

としない。また、光化学オキシダントについては、その原因物質である窒素酸化物等が

太陽光の作用によって複雑に光化学反応して二次的に生成される物質であり、本事業に

伴う車両の運行により直接排出しないことから対象としない。 

(ｳ) 調査方法 

調査方法は、環境基準に定める方法等に準じて行うものとする｡ 

表5-3-1.3 沿道大気質に係る調査方法 

対象 調査方法 

浮遊粒子状物質 
ステーション設置による自動連続測定 

（β線吸収法） 

窒素酸化物 
ステーション設置による自動連続測定 

（ザルツマン吸光光度法） 

気象条件 

(風向・風速､気温､湿度) 
ステーション設置による自動連続測定 

 

(ｴ) 調査地域 

調査地域は、本事業の実施により工事用車両や施設利用車両（以下、「関係車両」と

いう。）が通過する主要な道路で、多くの関係車両が集中することとなる小浜綾部線（府

道１号線）の沿道を対象とする｡ 

(ｵ) 調査地点 

調査地点は、調査地域内において住居の用に供されている場所や生活環境上の配慮を

要する場所の近くで、調査用資機材の安全な設置や電源の確保ができ、調査の実施に伴

い地域の方々の日常生活に著しい支障が生じない場所として１地点（A6）を選定する（図

5-3.1参照）。なお、試料空気の採取位置は、人が通常生活し呼吸する高さとして地上1.5

～10mの範囲で設定する。 

各地点の主な選定理由を以下に示す。 
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表5-3-1.4 沿道大気質に係る調査地点 

地点 位置 主な選定理由 

 

Ａ６ 

 

綾部市十倉志茂町地内 

小浜綾部線（府道１号線） 

関係車両の主要な運行ルートの沿道で、住居の用に

供されている場所に近い沿道 

 

(ｶ) 調査期間等 

NOxと浮遊粒子状物質の調査時期は、NOxは４月～９月の暖期が低く、10月～３月の寒

期が高くなり、浮遊粒子状物質は逆に４月～９月が高く、10月～３月が低くなる一年間

の変動を考慮し、暖期と寒期に調査を行うものとする｡ 

調査期間は、一般的な社会活動や気象変動の周期が含まれる１週間（各季７日間）と

する。 

(ｷ) 調査結果の整理 

調査結果は、年間の平均的状況、季節変動の特性、環境基準値との比較を整理し、同

時に測定した気象特性との関連についても解析し、文章、図、表で記載する。また、年

間の平均的状況を予測・評価時や事後調査時の参考値として利用する。なお、バックグ

ラウンド濃度の設定には、一般環境大気質の調査結果を用いる。 

 

エ 現地調査（気象） 

(ｱ) 調査目的 

気象については、本事業の実施に伴う大気質等の変化を予測・評価する際の予測条件

として重要な基本的項目であり、事業予定地周辺における気象特性（地上気象）の現況

を把握するため、調査を実施する。上層気象については、実煙突高が約３５ｍと低いこ

と、事業予定地から半径2kmの範囲内には煙突口よりも高い位置に民家が存在しないこと

から行わない。 

(ｲ) 調査対象 

大気拡散予測における気象条件として重要な風向別出現頻度、大気安定度を算出する

ため、地上気象は、風向・風速、気温、湿度、日射量、放射収支量を対象とする。 

(ｳ) 調査方法 

調査方法は、平成18年7月～平成19年6月において「気象庁・地上気象観測指針」（平

成１４年、気象庁）に定める方法に準じて行った既存の測定結果を用いるものとする。 

表5-3-1.5 気象に係る調査方法 

対象 調査方法 

地上気象 

(風向･風速､気温､湿度､日射量､

放射収支量) 

ステーション設置による自動連続測定された 

既存測定結果を用いる。 
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(ｴ) 調査地域 

調査地域は、事業予定地での代表的な気象特性を把握するため事業予定地周辺とする。 

(ｵ) 調査地点 

調査地点は、調査地域内において人工的な廃熱や局地的な気流による影響を受けず、

事業予定地周辺の平均的な気象特性が把握できる場所で、調査用資機材の安全な設置や

電源の確保ができ、調査の実施に伴い地域の方々の日常生活に著しい支障が生じない場

所として事業予定地内１地点（M1）を選定する（図5-3.1参照）。なお、地上風の測定位

置は局地的な気流の影響をできるだけ避けた地点とする。 

各地点の選定理由を以下に示す。 

 

表5-3-1.6 気象に係る調査地点 

地点 位置 主な選定理由 

 

Ｍ１ 

 

綾部市十倉志茂町 

（事業予定地内） 
事業予定地周辺の平均的な気象特性が把握できる場所 

 

(ｶ) 調査期間等 

調査時期は、地上気象１年間（365日間）とする。 

なお、調査は観測結果の変動が少ないと予想される時期に開始された既存の測定結果

を用いる。 

(ｷ) 調査結果の整理 

調査結果は、気象要素に関する日変化、月変化、季節変化の特徴を把握するとともに、

予測・評価時の気象条件として、風向別出現頻度、大気安定度の出現頻度を整理する。 

③ 予測 

ア 工事中の建設機械の稼働による影響 

(ｱ) 予測目的 

本事業の実施によって、工事中には建設機械の稼働に伴い排ガスを排出することから、

その影響を検討するため、予測を実施する。 

(ｲ) 予測対象 

工事中での建設機械の稼働による影響として排ガス中に含まれている主な大気汚染物

質である窒素酸化物、浮遊粒子状物質を対象とする。 

建設機械の排ガス中の窒素酸化物、浮遊粒子状物質については、その排出状況や気象

条件の影響を受けて複雑に変化し、これらを忠実に証明できる拡散式はなく、一般的に

提案されている拡散式は種々の条件下で測定されたデータ（拡散式や拡散パラメータ）

を統計的に処理した基本的な平均濃度を算定する手法である。したがって、本予測にお
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いても同様な手法を採用し、年平均値を対象とする。 

(ｳ) 予測方法 

a  予測手順 
建設機械の稼働による影響に関する予測手順を図5-3-1.1に示す。 

事業計画

建設機械の機種
および稼働状況

大 気 拡 散 計 算
（ ） 有風時・弱風時・無風時 

排出係数

汚染物質排出量

類似事例引用 地上気象観測

排出源高さの
風速の推定

風向別風速階級別大気安定度出現頻度

年平均値予測の気象条件

重合計算

（年平均値 寄与濃度)

(NOX､SPM)

二酸化窒素(NO2)変換

（バックグラウンド濃度 現況濃度)

(NOX､SPM)

日平均値の年間 98％ 、２％ 値   除外値
への換算(NO2､SPM)

（年平均値 将来濃度)

(NO2､SPM)

 

図5-3-1.1 予測手順（建設機械の稼働による影響） 
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b  予測式及び予測条件 

予測計算は、数理的手法により着地濃度（長期平均濃度）を算出する大気拡散式(プル

ーム・パフ式)を用いて実施する。主な予測条件とその設定方法を表5-3-1.7に示す。 

表5-3-1.7 予測条件（建設機械の稼働による影響） 

主な予測条件 設定方法 

建設機械の機種及び稼

働状況 

工事計画に基づき建設機械の機種及び工事中の稼働台数を

設定。 

排出量の算定 
建設機械からの汚染物質排出量は各建設機械の燃料使用率

から算定。 

排出源の位置 
排出源である建設機械を全て工事区域内の中央部とし、平均

的な排出源高さは工事用仮囲いの高さを考慮し3.0mに設定。 

気象条件 

年平均値の算出にあたっての気象条件（風向・風速）は、事

業予定地での現地調査結果を使用。風向は16方位、風速は無風

時(風速0.4ｍ/s以下)、弱風時(風速0.5～0.9ｍ/s)及び有風時

(風速1.0ｍ/s以上)に区分し、べき指数を用いて排出源高さで

の風速に補正して使用。 

大気安定度 

大気安定度については、事業予定地における風速、日射量等

の観測値からパスキル安定度階級を用いて分類し、出現状況を

設定。 

拡散パラメータ 

有風時(風速1.0ｍ/s以上)の鉛直、水平方向の拡散パラメー

タσZ、σyは、パスキル大気安定度分類に対応したパスキル－

ギフォード図の拡散パラメータ近似関数を使用。無風・弱風時

(風速0.9ｍ/s以下)の拡散パラメータ(α，β)はターナーのパ

ラメータを使用。 

窒素酸化物(N0X)から

二酸化窒素(N02)への

変換 

窒素酸化物(N0X)濃度から二酸化窒素(N02)濃度への変換に

は、京都府大気汚染常時監視測定局（一般局）の測定結果から

回帰式を求めて設定。 

バックグラウンド濃度 
予測時のバックグラウンド濃度は、現地調査結果（年平均値）

に基づき設定。 

年平均値から日平均値

の年間98％値(または

2％除外値)への変換 

年平均値から日平均値の年間98％値(または2％除外値)への

変換には、京都府大気汚染常時監視測定局（一般局）の測定結

果から回帰式を求めて設定。 

 

(ｴ) 予測地域・地点 

予測地域は、一般環境大気の調査地域とする。 

予測地点は住居の用に供する地点のうち影響が最大となると思われる最寄民家（As7）

とする。 

(ｵ) 予測時期 

事業計画に基づく工事計画により、建設機械の稼働が最大となる工事時期（年間）と

する。 

イ 工事中の工事用車両の運行による影響 

(ｱ) 予測目的 

本事業の実施によって、工事中には工事用車両の運行に伴う自動車排ガスを排出する
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ことから、その影響を検討するため、予測を実施する。 

(ｲ) 予測対象 

工事用車両の運行による影響として自動車排ガス中に含まれている主な大気汚染物質

のうち、排出量の算定に対する一般的な知見が得られている浮遊粒子状物質、窒素酸化

物を対象とする。また、建設機械の場合と同様に、本予測においても年平均値を対象と

する。 

(ｳ) 予測方法 

a  予測手順 

工事用車両の運行による影響に関する予測手順を図5-3-1.2に示す。 

気象データの設定
・風向・風速の時間値データ

排出源高さの風速の推定

気象入力データの設定
・年平均有風時弱風時出現割合
・年平均時間別風向出現割合
・年平均時間別平均風速

道路条件の設定
・車道部幅員

、・道路構造 路面位置
・予測点位置

排出源位置の設定

交通条件の設定
・時間別交通量
・平均走行速度
・車種構成比

、 ，年式別 車種別 走行
速度別の排出係数
(縦断勾配による補正)拡散幅等の設定

拡散式による基準濃度計算
有風時
弱風時

（年平均値 寄与濃度)
(NOX､SPM)

（年平均値 将来濃度)
(NO2､SPM)

時間別平均排出量の計算

年平均時間別濃度

日平均値の年間98％ 、２％ 値   除外値
への換算(NO2､SPM)

（バックグラウンド濃度 現況濃度)
(NOｘ､SPM)

二酸化窒素(NO2)変換

 

図5-3-1.2 予測手順（工事用車両の運行による影響） 
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b  予測式及び予測条件 

予測計算は、一般的な道路構造における予測手法を採用する。道路上に点煙源を連続

して配置し、各々の点煙源から排出された物質の拡散後における濃度を合成して実施す

る｡計算に用いる拡散式は、有風時（風速1m/sを超える場合）について正規型プルーム式、

弱風時（風速1m/s以下の場合）について積分型簡易パフ式を用いるものとする。（参考：

「道路環境影響評価の技術手法」（平成12年、財団法人道路環境研究会）） 

主な予測条件とその設定方法を表5-3-1.8に示す。 

表5-3-1.8 予測条件（工事用車両の運行による影響） 

主な予測条件 設定方法 

交通量 
一般交通量（将来）及び工事計画に基づく工事用車両の搬出

入計画より設定。 

時間別平均排出量 

車種別の排出係数、時間別交通量、換算係数を用いて算出｡

排出係数は、実走行モードに基づく試験結果及び「自動車排出

ガスの許容限度に関する中央環境審議会の第三次答申による

新長期目標」に基づき、対象道路の制限速度を走行速度として

設定。 

排出源の位置 

点煙源として車道部の中央とし、自動車の排気管の高さ及び

排出後のガスが自動車の走行による風の回り込みによって上

方へ拡散されることを考慮して、排出源高さは路面位置＋１m

に設定。 

気象条件 
現地調査結果に基づき設定。（排出源高さでの風速はべき指

数を用いて補正） 

窒素酸化物(N0X)から

二酸化窒素(N02)への

変換 

窒素酸化物(N0X)から二酸化窒素(N02)への変換には、京都府

大気汚染常時監視測定局（自排局及び一般局）の測定結果から

回帰式を求めて設定。 

バックグラウンド濃度 
予測時のバックグラウンド濃度は、現地調査結果（年平均値）

に基づき設定。 

年平均値から日平均値

の年間98％値(または

2％除外値)への変換 

年平均値から日平均値の年間98％値(または2％除外値)への

変換には、京都府大気汚染常時監視測定局（自排局）の測定結

果から回帰式を求めて設定。 

 

(ｴ) 予測地域・地点 

予測地域は、沿道大気の調査地域とする。 

予測地点は、現地調査地点（A6）とする。 

(ｵ) 予測時期 

事業計画に基づく工事計画により、工事用車両の通行が最大となる工事時期（年間）

とする。 

ウ 供用時の施設の稼働による煙突排ガスの影響 

(ｱ) 予測目的 

本事業の実施によって、施設の稼働による煙突排ガスを排出することから、その影響

を検討するため、予測を実施する。 
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(ｲ) 予測対象 

施設の稼働による煙突排ガスの影響として、その排ガス中に含まれている主な大気汚

染物質である二酸化硫黄、浮遊粒子状物質、窒素酸化物、ダイオキシン類、塩化水素を

対象とする。 

このうち、関連基準値と比較するため、二酸化硫黄、浮遊粒子状物質、窒素酸化物に

ついては、年間の平均的な気象条件での長期平均濃度（年平均値）及び高濃度出現気象

条件での短期高濃度（１時間濃度）とし、ダイオキシン類については長期平均濃度、塩

化水素については短期高濃度（１時間濃度）とする。 

(ｳ) 予測方法 

a  予測手順  

施設の稼働による煙突排ガスの影響に関する予測手順を図5-3-1.3に示す。 
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図5-3-1.3 予測手順（施設の稼働による煙突排ガスの影響） 
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b  長期平均濃度（年平均値） 

長期平均濃度の予測は、濃度を正規分布と仮定したプルーム・パフ式を用いて、年間

の平均的な気象条件下での事業予定地周辺の着地濃度を算出する。 

c  一般的な気象条件時の短期高濃度（１時間値） 

一般的な気象条件時の予測は、パスキル安定度分類より組合せが可能な全ての気象条

件（大気安定度、風速階級）について、プルーム・パフ式を用いて、風下での着地濃度

を算出する。 

d  上層逆転発生時の短期高濃度（１時間値） 

煙突高より上層に逆転層が存在した場合、逆転層より上層への煙の拡散が抑えられ、

高濃度が生じる可能性がある。 

上層逆転発生時の予測は、パスキル安定度分類より組合せが可能な全ての気象条件（大

気安定度、風速階級）について、逆転層の底部（リッド）による反射を考慮したプルー

ム・パフ式を用いて、風下での着地濃度を算出する。 

e  ダウンウォッシュ等発生時の短期高濃度（１時間値） 

平均風速が排ガスの突出速度の約1/2以上になった場合、煙突下流側の渦に煙が巻き込

まれる現象(ダウンウォッシュ)や流線の下降によって煙が地表面に引き込まれる現象

(ダウンドラフト)が起こり、高濃度が生じる可能性がある。 

ダウンウォッシュ等発生時の予測は、煙突高付近の風速を排ガスの吐出速度の約1/2

とし、これとパスキル安定度分類で組合せが可能な大気安定度について、プルーム式を

用いて、風下での着地濃度を算出する。また、有効煙突高については、煙の上昇高さを

0mとして設定する。 

f  フュミゲーション発生時の短期高濃度（１時間値） 

夜間、地面からの放射冷却によって接地逆転層が形成された場合、日出から日中にか

けて崩壊していく過程で、逆転層内に排出した排ガスが地表近くの不安定層内にとりこ

まれ、急激な混合（フュミゲーション）が生じて、高濃度が生じる可能性がある。 

フュミゲーション発生時の予測は、カーペンターの式を用いて着地濃度を算出する｡

（参考：「ごみ焼却施設環境アセスメントマニュアル」(昭和61年、厚生省)） 

g  予測条件 

主な予測条件とその設定方法を表5-3-1.9に示す。 
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表5-3-1.9 予測条件（施設の稼働による煙突排ガスの影響） 

主な予測条件 設定方法 

排ガス諸元 
事業計画に基づき、煙突排ガスの汚染物質排出量、排ガス

量、排ガス温度等を設定。 

排出源の位置 煙突高（GL+35m[予定]） 

有効煙突高(He) 

排ガス上昇高さは有風時(風速1.0ｍ/s以上)にはコンケイ

ウ式を用い、無風時(風速0.4ｍ/s以下)にはブリッグス式を使

用。弱風時は､無風時の計算結果及び有風時の計算結果(風速

2.0ｍ/s)から0.7ｍ/sで代表させて線形内挿して算出。 

気象条件 

年平均値の算出にあたっての気象条件（風向・風速）は、

事業予定地での現地調査結果を使用。風向は16方位、風速は

無風時(風速0.4ｍ/s以下)、弱風時(風速0.5～0.9ｍ/s)及び有

風時(風速1.0ｍ/s以上)に区分し、べき指数を用いて排出源高

さでの風速に補正して使用。 

大気安定度 

大気安定度については、事業予定地における風速、日射量

等の観測値からパスキル安定度階級を用いて分類し、出現状

況を設定。 

拡散パラメータ 

有風時(風速1.0ｍ/s以上)の鉛直、水平方向の拡散パラメー

タσZ、σyは、パスキル大気安定度分類に対応したパスキル－

ギフォード図の拡散パラメータ近似関数を使用。無風・弱風

時(風速0.9ｍ/s以下)の拡散パラメータ(α，β)はパスキルの

安定度分類別に示す値を使用。 

窒素酸化物(N0X)から二

酸化窒素(N02)への変換 

窒素酸化物(N0X)濃度から二酸化窒素(N02)濃度への変換に

は、京都府大気汚染常時監視測定局（一般局）の測定結果か

ら回帰式を求めて設定。 

バックグラウンド濃度 

予測時のバックグラウンド濃度は、現地調査結果に基づき

設定。長期平均濃度予測では年平均値、短期高濃度予測では

１時間値の最大値とする。但し、塩化水素については、24時

間値測定のため、24時間値の最大値とする。 

年平均値から日平均値

の年間98％値(または

2％除外値)への変換 

年平均値から日平均値の年間98％値(または2％除外値)へ

の変換には、京都府大気汚染常時監視測定局（一般局）の測

定結果から回帰式を求めて設定。 

 

(ｴ) 予測地域・地点 

予測地域は、一般環境大気の調査地域とする。 

予測地点は最大着地濃度出現地点及び一般環境大気質の測定地点（A1、A2、A3、A4、

A5）を対象とする。なお、予測地域内における大気汚染物質の拡散状況を把握する目的

で、事業予定地の中心から２kmの範囲について予測計算を行うものとする。 

(ｵ) 予測時期 

事業活動が定常状態となる時期及び影響が最大となる時期とする。 

エ 供用時の施設利用車両の運行による影響 

(ｱ) 予測目的 

本事業の実施によって、供用時には施設利用車両の運行に伴う自動車排ガスを排出す

ることから、その影響を検討するため、予測を実施する。 
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(ｲ) 予測対象 

施設利用車両の運行による影響として自動車排ガス中に含まれている主な大気汚染物

質のうち浮遊粒子状物質、窒素酸化物を対象とする。また、工事用車両の場合と同様に、

本予測においても年平均値を対象とする。 

(ｳ) 予測方法 

予測手順及び予測式は、工事用車両の場合と同様とする。但し、予測条件のうち交通

量については、事業計画に基づき、予測時期での施設利用車両の台数と一般交通量（将

来）から設定する。 

(ｴ) 予測地域・地点 

予測地域は、沿道大気質の調査地域とする。 

予測地点は、現地調査地点（A6）とする。 

(ｵ) 予測時期 

事業活動が定常状態となる時期及び影響が最大となる時期とする。 

④ 評価 

環境への影響が実行可能な範囲で回避又は低減されているか否かを検討するとともに、

関連基準との整合性が図られているか否かについても検討する。 

 

2）騒音 

① 影響要因と環境要素 

本事業の実施によって、工事中には建設機械の稼働に伴う建設作業騒音や工事用車両

の運行に伴う自動車騒音、供用時には施設の稼働に伴う工場・事業場騒音や施設利用車

両の運行に伴う自動車騒音が新たに発生し、騒音の変化が生じる可能性が想定される。 

したがって、騒音に関連した調査、予測、評価を実施する。 

② 調査 

ア 資料調査 

資料調査は、京都府等が実施する騒音調査結果の最新版、事業予定地周辺に位置する

工場・事業場等の発生源の状況（業種、騒音発生機械、操業時間帯、位置）に関する資

料も収集し整理する。 

イ 現地調査 

(ｱ) 調査目的 

工事中での建設機械の稼働に伴う建設作業騒音や工事用車両の運行に伴う自動車騒音、

供用時での施設の稼働に伴う工場・事業場騒音や施設利用車両の運行に伴う自動車騒音

による影響を予測・評価する上で基礎情報となる騒音レベルの現況を把握するとともに、
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事後調査時の比較参考として利用するため、調査を実施する。 

(ｲ) 調査対象 

調査対象は、工事中の建設機械の稼働に伴う建設作業騒音、工事用車両や供用時の施

設利用車両が通過する道路の沿道における自動車騒音及び施設稼働に伴う工場・事業場

騒音、その発生源の状況として時間別交通量、走行速度、道路構造、道路の位置、路面

状況、人家の位置を対象とする。 

(ｳ) 調査方法 

調査方法は、表5-3-1.10のとおり環境庁告示に定める方法等に準じて行うものとする｡ 

表5-3-1.10 騒音に係る調査方法 

対象 調査方法 

工場・事業場騒音 

(騒音レベル90%レンジ

上端値等) 

現地実測 (測定時間24時間) （Ｎ１地点） 

（厚生省・農林省・通商産業省・運輸省告示に定める方法） 
騒
音
の
状
況 

自動車騒音 

(等価騒音レベル) 

現地実測 (測定時間16時間)（Ｎ２地点） 

（環境庁告示に定める方法）（１時間値等価騒音レベル） 

時間別交通量 

（１時間交通量） 

現地実測（測定時間16時間）（Ｔ１地点） 

(車種別※にカウンターで計測) 
※二輪車､軽乗用車､乗用車､バス､軽貨物車､小型貨物車､

貨客車､普通貨物車､特殊(種)車､運搬車両 

走行速度 

現地実測（Ｎ２地点を含む区間） 

（一定区間の通過時間を時間別交通量ごとに上下10台程

度についてストップウオッチにより計測） 

発
生
源
の
状
況 

道路構造、道路の位置、

路面状況、人家の位置 
現地踏査 

 

(ｴ) 調査地域 

調査地域は、事業予定地内、及び本事業の実施により関係車両が通過する主要な道路

で、多くの関係車両が集中することとなる小浜綾部線（府道１号線）の沿道を対象とす

る。 

(ｵ) 調査地点 

調査地点は、工場・事業場騒音を把握できる事業予定地敷地境界の１地点（N1）、自

動車騒音は、調査地域内において住居の用に供されている場所や生活環境上の配慮を要

する場所の近くで、調査用資機材の安全な設置ができ、調査の実施に伴い地域の方々の

日常生活に著しい支障が生じない場所である沿道の１地点（N2）を選定する（図5-3.1

参照）。騒音レベルの測定点はJIS Z 8731で規定されている地上1.2～1.5mの範囲で設定

する。なお、自動車騒音（等価騒音レベル）は１時間値とし、対応する交通量は交差点

（Ｔ１）での交通量を用いることとする。 

各地点の主な選定理由を表5-3-1.11に示す。 
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表5-3-1.11 騒音に係る調査地点 

地点 位置 主な選定理由 

 

Ｎ１ 

 

綾部市十倉志茂町 

（事業予定地内） 

 

事業予定地内の敷地境界で民家側の現況環境騒音を代

表する地点 

 

 

Ｎ２ 

 

綾部市十倉志茂町 

小浜綾部線（府道

１号線） 

関係車両の主要な運行ルートの沿道で、住居の用に供さ

れている場所における道路端 

Ｔ１ 

綾部市旭町 

小浜綾部線（府道

１号線） 

自動車騒音（等価騒音レベル）は１時間値であること、

Ｔ１とＮ２は500ｍ以内と近く、その間に数件の民家以

外に交通量の発生がないことから、自動車騒音に対応す

る１時間交通量を兼ねた地点 

 

(ｶ) 調査期間等 

調査時期は、年間の平均的な状況を呈し、天候が安定しているといわれる季節（秋）

とする。 

調査日は、工場・事業場騒音は施設が稼働し工場・事業場騒音が発生する日（稼働日

である平日）、施設が休止して騒音の発生がない日（非稼働日である休日）の計２日（毎

正時約10分間測定）とし、自動車騒音は工事用車両や施設利用車両の運行が想定される

平日に１日（16時間連続測定）とする。なお、雨、雪、強風等の日は避けて設定する。 

発生源の状況のうち、時間別交通量、走行速度は自動車騒音の測定時と同時に実施す

る。 

(ｷ) 調査結果の整理 

調査結果は、時間変動の特性、日変動（稼働日、非稼働日）の特性、関連基準値（環

境基準値等）との比較、主な発生源との関連について解析し、文章、図、表を用いて記

載する。また、調査地域の騒音レベルの現況は予測・評価時の参考値として利用する。 

③ 予測 

ア 予測目的 

本事業の実施によって、工事中には建設機械の稼働に伴う建設作業騒音、工事用車両

の運行に伴う自動車騒音、供用時には施設の稼働に伴う工場・事業場騒音や施設利用車

両の運行に伴う自動車騒音が発生することから、その影響を検討するため、予測を実施

する。 

イ 予測対象 

工事中での建設機械の稼働に伴う建設作業騒音、工事用車両の運行に伴う自動車騒音、

供用時での施設の稼働に伴う工場・事業場騒音、施設利用車両の運行に伴う自動車騒音

による影響を対象とする。 
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ウ 予測方法 

(ｱ) 予測手順 

騒音に係る予測手順を図5-3-1.4に示す。 

事業計画

工場・事業場騒音

産業廃棄物焼却施設
及び関連施設

予測式

・騒音発生機器
･・外壁 内壁の材質

・吸音材の設置

・騒音レベル
・機器配置
・透過損失

面音源伝搬式

予測地点での

騒音レベル

建設作業騒音

建設機械

予測式

・パワーレベル

点音源伝搬式

予測地点での
騒音レベル

・機械諸元
・台数
・稼働位置

現地調査結果

・工場敷地境界
環境騒音

・自動車騒音
・交通量

自動車騒音

工事用車両
施設利用車両

・車両諸元
・台数
・走行経路

予測式

・道路構造
・パワーレベル

ASJ RTN-Model2003

（ ） 日本音響学会

予測地点での
騒音レベル

現況再現

相関式

・走行速度

 

図5-3-1.4 騒音に係る予測手順 

 

(ｲ) 予測式及び予測条件 

建設作業騒音は各々の建設機械の発生源を点音源、工場・事業場騒音は施設内設備か

らの発生源を建屋壁面において面音源とみなし、半自由空間での距離減衰式を用いて予

測計算を実施する。なお、工場・事業場騒音については音源から受音点に伝搬する音の

建物の外壁による透過損失の影響についても考慮する。予測条件は、事業計画や既存資

料に基づき、建設機械の稼働計画、施設内の主要な騒音発生機器の配置、各騒音発生源

のパワーレベル等を設定する。 

自動車騒音は、事業計画及び交通量調査結果に基づき、車両１台の自動車騒音レベル

の時間変化を求めて積分することにより等価騒音レベル（LAeq）を算出するエネルギーベ

ースの予測式である日本音響学会提案の自動車騒音予測式(ASJ RTN-Model 2003)を用い

て予測計算を実施する。予測条件のうち、道路構造は現地調査に基づき設定し、交通量

は事業計画に基づいて工事中の工事用車両の時間別発生台数、供用時の関係車両の時間
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別発生台数を算定し、予測時期での一般交通量（将来）と合わせ設定する。 

 

エ 予測地域・地点 

建設機械の建設作業及び施設の工場・事業場騒音は、事業予定地敷地境界（N1）及び

周辺の住居の用に供されている地点（Ns3）とする。 

工事車両の自動車騒音、施設の利用車両の自動車騒音は、自動車騒音の調査地点（N2）

とする。 

オ 予測時期 

工事中は事業計画に基づく工事計画のうち、建設機械の稼働が最大となる時期（１日）、

工事用車両の運行が最大となる時期（１日）とする。供用時は事業活動が定常状態とな

る時期及び影響が最大となる時期とする。 

④ 評価 

環境への影響が実行可能な範囲で回避又は低減されているか否かを検討するとともに、

関連基準との整合性が図られているか否かについても検討する。 

 

3）振動 

① 影響要因と環境要素 

本事業の実施によって、工事中には建設機械の稼働に伴う建設作業振動、工事用車両

の運行に伴う道路交通振動、供用時には施設の稼働に伴う工場・事業場振動や施設利用

車両の運行に伴う道路交通振動が新たに発生し、振動の変化が生じる可能性が想定され

る。 

したがって、振動に関連した調査、予測、評価を実施する。 

② 調査 

ア 資料調査 

資料調査は、京都府等が実施する振動調査結果の最新版、事業予定地周辺に位置する

工場・事業場等の発生源の状況（業種、振動発生機械、操業時間帯、位置）に関する資

料も収集し整理する。 

イ 現地調査 

(ｱ) 調査目的 

工事中で建設機械の稼働に伴う建設作業振動や工事用車両の運行に伴う道路交通振動、

供用時で施設の稼働に伴う工場・事業場振動や施設利用車両の運行に伴う道路交通振動

による影響を予測・評価する上で基礎情報となる振動レベルの現況を把握する。 
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(ｲ) 調査対象 

調査対象は、工事中の建設機械の稼働に伴う建設作業振動、工事用車両や供用時の施

設利用車両が通過する道路の沿道における道路交通振動及び施設稼働に伴う工場・事業

場振動を対象とする。 

また、工事中の工事用車両や供用時の施設利用車両が通過する道路の沿道における地

盤卓越振動数、その発生源の状況として時間別交通量、走行速度、道路構造、道路の位

置、路面状況、人家の位置、地盤条件（地質等）を対象とする。 

(ｳ) 調査方法 

調査方法は、表5-3-1.12のとおり「振動規制法」に定める方法等に準じて行うものと

する。なお、発生源の状況については騒音の調査と兼ねるものとする。 

表5-3-1.12 振動に係る調査方法 

対象 調査方法 

工場・事業場振動 
(振動レベル80%レンジ
上端値) 

現地実測 (測定時間24時間) （Ｎ１地点） 
（環境庁告示に定める方法） 

道路交通振動 
(振動レベル80%レンジ
上端値) 

現地実測 (測定時間16時間) （Ｎ２地点） 
（「振動規制法」に定める方法） 

振
動
の
状
況 

地盤卓越振動数 
現地実測（Ｎ２地点） 
（1/3オクターブバンド分析器を用い、大型車10台を対象
に計測） 

時間別交通量 
（10分間交通量） 

現地実測（測定時間16時間）（Ｎ２地点） 
(車種別※にカウンターで計測) 
※小型、大型の２車種区分 

走行速度 
現地実測（Ｎ２地点を含む区間） 
（一定区間の通過時間を時間別交通量測定ごとに上下10
台程度についてストップウオッチにより計測） 

発
生
源
の
状
況 道路構造、道路の位置、

路面状況、人家の位置、
地盤条件 

現地踏査 

 

(ｴ) 調査地域 

調査地域は、事業予定地内、及び本事業の実施により関係車両が通過する主要な道路

で、多くの関係車両が集中することとなる小浜綾部線（府道１号線）の沿道を対象とす

る｡ 

(ｵ) 調査地点 

調査地点は、騒音と同様に、事業予定地敷地境界の１地点（N1）、調査地域内におい

て住居の用に供されている場所や生活環境上の配慮を要する場所の近くで、調査用資機

材の安全な設置ができ、調査の実施に伴い地域の方々の日常生活に著しい支障が生じな

い場所である沿道の１地点（N2）を選定する（図5-3.1参照）。 
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(ｶ) 調査期間等 

調査時期及び調査日は、騒音の場合と同様とする。なお、振動レベル及び時間別交通

量の測定は毎正時約10分間実施する。 

(ｷ) 調査結果の整理 

調査結果は、時間変動の特性、日変動（稼働日、非稼働日）の特性、関連基準値（規

制基準値等）との比較、主な発生源との関連について解析し、文章、図、表を用いて記

載する。また、調査地域の振動レベルの現況は予測・評価時の参考値として利用する。 

③ 予測 

ア 予測目的 

本事業の実施によって、工事中には建設機械の稼働に伴う建設作業振動、工事用車両

の運行に伴う道路交通振動、供用時には施設の稼働に伴う工場・事業場振動や施設利用

車両の運行に伴う道路交通振動が発生することから、その影響を検討するため、予測を

実施する。 

イ 予測対象 

工事中での建設機械の稼働に伴う建設作業振動、工事用車両の運行に伴う道路交通振

動、供用時での施設の稼働に伴う工場・事業場振動、施設利用車両の運行に伴う道路交

通振動による影響を対象とする。 

ウ 予測方法 

(ｱ) 予測手順 

振動に係る予測手順を図5-3-1.5に示す。 
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事業計画

工場・事業場振動

予測式

振動発生機器

・振動レベル
・機器配置
・地盤条件

距離減衰式

予測地点での
振動レベル

建設作業振動

建設機械

予測式

・振動レベル
・地盤条件

距離減衰式

予測地点での
振動レベル

・機械諸元
・台数
・稼働位置

現地調査結果

・

・道路交通振動

・地盤卓越振動数

道路交通振動

工事用車両
施設利用車両

・車両諸元
・台数
・走行経路

予測式

・道路構造
・振動源の振動
レベル

建設省土木研究所
提案式

予測地点での
振動レベル

産業廃棄物焼却施設
及び関連施設

・走行速度
・交通量

現況再現

相関式

工場敷地境界
環境振動

 

図5-3-1.5 振動に係る予測手順 

 

(ｲ) 予測式及び予測条件 

建設機械や場内設備から発生する振動は、各々の発生源を点振動源とみなし、幾何減

衰を考慮した理論伝搬式を用いて予測計算を実施する。予測条件は、事業計画や既存資

料に基づき、建設機械の稼働予定、施設内の主要な振動発生機器の配置、防振対策等を

考慮して各振動源のレベル等を設定する。 

道路交通振動は、事業計画及び交通量調査結果に基づき、予測地点での時間別交通量

を設定し、建設省土木研究所提案式を用いて振動レベル80％レンジ上端値(Ｌ10)の予測計

算を実施する。予測条件は、騒音の場合と同様とし、地盤卓越振動数は現地調査結果、

路面の平坦性は「道路維持修繕要綱」（昭和53年、社団法人日本道路協会）に示される

３mプロフィールメーターによる標準偏差値(mm)で定義された維持修繕要否判断の目標

値を参考に設定する。 
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エ 予測地域・地点 

建設機械の建設作業振動及び施設の工場・事業場振動は、事業予定地敷地境界（N1）

及び周辺の住居の用に供されている地点（Ns3）とする。 

工事車両の道路交通振動、施設の利用車両の道路交通振動は、道路交通振動の調査地

点（N2）とする。 

オ 予測時期 

工事中は事業計画に基づく工事計画のうち、建設機械の稼働が最大となる時期（１日）、

工事用車両の運行が最大となる時期（１日）とする。供用時は事業活動が定常状態とな

る時期及び影響が最大となる時期とする。 

④ 評価 

環境への影響が実行可能な範囲で回避又は低減されているか否かを検討するとともに、

関連基準との整合性が図られているか否かについても検討する。 

 

4）悪臭 

① 影響要因と環境要素 

これまで、事業予定地周辺では悪臭に係る生活環境上の苦情は生じていない。また、本

事業計画で示すように、周辺への環境負荷をより一層低減させていくことを基本方針と

し、法規制を遵守した適切な環境保全対策を講じていく計画である。更に、運搬車両に

ついては、これまでと同様に洗車や定期的な整備点検を励行して運行に伴う悪臭物質の

漏洩を極力抑えるように努めることから、事業予定地周辺において現況の悪臭に対する

著しい変化は生じないものと考えられる。 

しかしながら、現段階では、周辺の一般環境中における悪臭の現況はほとんど把握さ

れておらず、本事業計画も最終決定していないことから、煙突からの悪臭物質の拡散、

施設からの悪臭物質の漏洩による新たな悪臭の変化の可能性を検討するため、悪臭に関

連した調査、予測、評価を実施する。 

② 調査 

ア 資料調査 

資料調査は、事業予定地周辺で京都府等が実施した悪臭調査の資料を収集し整理する。

また、事業予定地周辺に位置する工場・事業場等の発生源の状況（業種、悪臭発生源、

操業時間帯、位置）に関する資料も収集し整理する。 

イ 現地調査 

(ｱ) 調査目的 

供用時での施設の稼働に伴う煙突からの悪臭物質の排出、施設からの悪臭の漏洩によ
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る影響を予測・評価する上で基礎情報となる悪臭の現況を把握するとともに、事後調査

時の比較参考として利用するため、調査を実施する。 

(ｲ) 調査対象 

調査対象は、悪臭の状況を把握するため、「悪臭防止法」（昭和46年法律第91号）に

定める特定悪臭物質の濃度、臭気指数を対象とする。また、調査結果を解析する上で重

要となる測定時の気象の状況（風向・風速､気温､湿度､天候）についても対象とする。 

(ｳ) 調査方法 

調査方法は、表5-3-1.13のとおり環境庁告示に定める方法等に準じて行うものとする｡ 

表5-3-1.13 悪臭に係る調査方法 

対象 調査方法 

特定悪臭物質※の濃度 

臭気指数 

サンプリング分析 

（環境庁告示に定める方法） 

悪
臭
の
状
況
他 気象条件 

(風向・風速､気温､湿度､天候) 
簡易風向風速計、温湿度計による測定 

※ ｱﾝﾓﾆｱ､ﾒﾁﾙﾒﾙｶﾌﾟﾀﾝ､硫化水素､硫化ﾒﾁﾙ､二硫化ﾒﾁﾙ､ﾄﾘﾒﾁﾙｱﾐﾝ､ｱｾﾄｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ﾌﾟﾛﾋﾟｵﾝｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ 

ﾉﾙﾏﾙﾌﾞﾁﾙｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ｲｿﾌﾞﾁﾙｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ﾉﾙﾏﾙﾊﾞﾚﾙｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ｲｿﾊﾞﾚﾙｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ｲｿﾌﾞﾀﾉｰﾙ､酢酸ｴﾁﾙ､ 

ﾒﾁﾙｲｿﾌﾞﾁﾙｹﾄﾝ､ﾄﾙｴﾝ､ｽﾁﾚﾝ､ｷｼﾚﾝ､ﾌﾟﾛﾋﾟｵﾝ酸､ﾉﾙﾏﾙ酪酸､ﾉﾙﾏﾙ吉草酸､ｲｿ吉草酸 
 

(ｴ) 調査地域 

調査地域は、大気質の場合と同様な理由により、事業予定地の中心から半径２kmの範

囲を対象とする｡ 

(ｵ) 調査地点 

調査地点は、施設の稼働時における悪臭の状況を把握する場所として事業予定地敷地

境界の１地点（S1）を選定する（図5-3.1参照）。 

各地点の主な選定理由を以下に示す。 

 

表5-3-1.14 悪臭に係る調査地点 

地点 位置 主な選定理由 

 

Ｓ１ 

 

綾部市十倉志茂町 

（事業予定地内） 
事業予定地内の民家側における敷地境界 

 

(ｶ) 調査期間等 

調査時期は、悪臭の影響が強くなる時期を考慮し、悪臭の苦情が多くなる季節（夏）

とする。 

調査日は、雨、雪、強風の日を避けた平日の昼間を設定する。 
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(ｷ) 調査結果の整理 

調査結果は、規制基準値との比較、主な発生源との関連について解析し、文章、図、

表を用いて記載する。また、調査地域の悪臭の現況として予測・評価時の参考値として

利用する。 

③ 予測 

ア 予測目的 

本事業の実施によって、供用時には施設の稼働に伴う煙突排ガス中に含まれる悪臭物

質の拡散、施設からの悪臭の漏洩による影響を検討するため、予測を実施する。 

イ 予測対象 

煙突排ガス中に含まれる悪臭物質の拡散による影響については、「悪臭防止法」で排

出口規制（２号規制）が定められている悪臭物質（13物質）を対象とする。また、施設

からの漏洩による影響については、「悪臭防止法」で敷地境界線規制（１号規制）が定

められている悪臭物質（22物質）を対象とする。 

ウ 予測方法 

煙突排ガス中に含まれる悪臭物質の拡散予測計算は、大気質の場合と同様に、数理的

手法により着地濃度を算出する大気拡散式(プルーム・パフ式)を用いて実施する。但し、

大気拡散式で得られる悪臭物質濃度は拡散パラメータによる評価時間（数十分）に対す

る値であるが、悪臭の知覚時間は数十秒程度と言われているため、大気拡散式による悪

臭の評価について人間の臭気知覚時間に対応した値に修正する必要がある。したがって、

水平方向拡散幅の時間依存性については、3分間値（パスキル・ギフォード図の評価時間）

から30秒間値へ修正して用いることとする。 

予測手順及び予測計算式は、供用時の施設の稼働による煙突排ガスの影響における一

般的気象条件時の予測と同様とし、予測条件は現地調査結果、事業計画内容及び類似事

例に基づいて排出諸元等を設定する。 

また、施設からの悪臭の漏洩は、事業計画に基づく悪臭防止対策の検討に基づき、定

性的な予測を実施する。 

エ 予測地域・地点 

煙突排ガス中の悪臭物質の拡散予測は一定風向下における最大着地濃度地点とし、施

設からの漏洩による影響予測は敷地境界線上とする。 

オ 予測時期 

事業活動が定常状態となる時期及び影響が最大となる時期とする。 

④ 評価 

環境への影響が実行可能な範囲で回避又は低減されているか否かを検討するとともに、
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関連基準との整合性が図られているか否かについても検討する。 

 

(2) 水環境 

1）地下水の水質及び水位 

① 影響要因と環境要素 

本事業の実施によって、供用時には施設の稼働に伴い地下水の揚水を行うが、深層地

下水（地下100m程度）からの揚水であり、周辺井戸の水源である表層地下水の現況に著

しい変化は生じないものと考えられる。 

しかしながら、現段階では、事業予定地周辺における地下水の現況があまり把握され

ていないこと、本事業計画が最終決定していないことから、地下水の揚水による影響を

検討するため、地下水に関連した調査、予測、評価を実施する。 

② 調査 

ア 資料調査 

資料調査は、京都府等が実施する地下水調査結果や事業予定地周辺で行われる地下水

の測定結果の最新版を収集し整理する。 

イ 現地調査 

(ｱ) 調査目的 

供用時の施設の稼働に伴う地下水揚水による地下水の水質及び水位への影響を予測・

評価する上で基礎情報となる地下水の現況を把握するため、調査を実施する。 

(ｲ) 調査対象 

調査対象は、地下水の水質及び水位とする。また、地下水の水質及び水位の現況把握

並びに予測のため、地下水の水質分析、地下水の揚水試験を実施する。 

(ｳ) 調査方法 

調査方法は、表5-3-1.15に示すとおりである。 

表5-3-1.15 地下水に係る調査方法 

対象 調査方法 

地下水の水質及び水位 
地下水の水質分析、地下水の水位のモニタリング、地下水

揚水試験 

(ｴ) 調査地域 

調査地域は、事業予定地及びその周辺とする。 

(ｵ) 調査地点 

調査地点は、通年の水位調査として事業予定地内地下水取水点（観測孔）1地点及び調

査地域内において住居の用に供されている場所や生活環境上の配慮を要する場所の近く

で、調査の実施に伴い地域の方々の日常生活に著しい支障が生じない場所で、所有者の
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調査同意が得られ、地下水の水位の観測が可能な井戸等を４地点選定する（図5-3.1参照）。

また、地下水の水質については、水道法に係る水質基準項目（簡易項目）およびイオン

分析項目について各６地点選定する。揚水試験時の水位観測は、最寄井戸と各集落の代

表１地点について選定した。各地点の主な選定理由を以下に示す。 

表5-3-1.16 地下水の水質及び水位に係る調査地点 

地点 位置 主な選定理由 

W1 

W2 

W3 

W4 

W5 

綾部市十倉志茂町 

W6 綾部市旭町 

W7 綾部市橋上町 

【水道法に係る水質基準項目、イオン分析項目等】W1、W2、W4～W7 

地下水を飲料用として利用されている地点及び集落を代表すると考え

られる地点を選定した。 

 

【通年水位観測、揚水試験時の水位観測】W1～3、W6、W7 

井戸の構造上において水位観測が可能であり、集落を代表すると考え

られる地点を選定した。 

 

(ｶ) 調査期間等 

調査時期は、地下水の水位モニタリングについて１年間、地下水揚水試験年１季１回

及び地下水水質分析については年２季２回実施する。 

(ｷ) 調査結果の整理 

調査結果は、地下水の現況について解析し、文章、表で記載する。また、当該地域の

地下水の現況は予測・評価時の参考値として利用する。 

③ 予測 

ア 予測目的 

本事業の実施によって、供用時には施設の稼働に伴い地下水の揚水を行うことから、

その影響を検討するため、予測を実施する。 

イ 予測対象 

施設の稼働に伴う地下水の水質及び水位への影響を対象とする。 

ウ 予測方法 

各種調査の結果を総合的に解析し、地下水の水質及び水位に対する影響を予測する。 

エ 予測地域・地点 

事業予定地及び現地調査地点の周辺地域とする。 

オ 予測時期 

事業活動が定常状態となる時期及び影響が最大となる時期とする。 

④ 評価 

環境への影響が、実行可能な範囲で回避または低減されているか否かを検討する。 
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(3) 地質・土壌環境 

1）土壌 

① 影響要因と環境要素 

本事業の実施によって、供用時には施設の稼働に伴う煙突排ガス中に含まれる大気汚

染物質が拡散した後、地表面に降下し、土壌への沈着が想定される。 

本事業計画の基本方針では、法規制を遵守した適切な環境保全対策を講じていく計画

であることから、周辺への環境負荷が著しく増加することはなく、土壌の現況に対する

著しい変化は生じないと考えられる。 

しかしながら、現段階では、周辺における土壌の現況があまり把握されていないこと、

本事業計画が最終決定していないことから、煙突排ガスによる大気汚染物質の降下によ

る影響を検討するため、土壌に関連した調査、予測、評価を実施する。 

② 調査 

ア 資料調査 

資料調査は、京都府等が実施する土壌環境基礎調査結果や事業予定地周辺で行われる

土壌中のダイオキシン類濃度測定結果の最新版を収集し整理する。 

イ 現地調査 

(ｱ) 調査目的 

供用時の施設の稼働に伴う煙突排ガスによる土壌への影響を予測・評価する上で基礎

情報となる土壌の現況を把握するため、調査を実施する。 

(ｲ) 調査対象 

調査対象は、土壌の現況を把握するため、環境保全上の関連基準値（環境基準値）が

定められている項目を対象とする。 

(ｳ) 調査方法 

調査方法は、環境庁告示に定める方法に準じて行うものとする｡ 

表5-3-1.17 土壌に係る調査方法 

対象 調査方法 

環境基準項目※ 
サンプリング分析 

(環境庁告示に定める方法) 

※ ｶﾄﾞﾐｳﾑ､全ｼｱﾝ､有機燐､鉛､六価ｸﾛﾑ､砒素､総水銀､ｱﾙｷﾙ水銀､PCB､ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ､四塩化炭素､

1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ､1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ､ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ､1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ､1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ､ﾄﾘｸﾛ

ﾛｴﾁﾚﾝ､ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ､1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ､ﾁｳﾗﾑ､ｼﾏｼﾞﾝ､ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ､ﾍﾞﾝｾﾞﾝ､ｾﾚﾝ､ふっ素、ほう素、

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類（ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類は全量試験、その他は溶出試験） 

 

(ｴ) 調査地域 

調査地域は、大気質の場合と同様に、事業予定地の中心から２kmの範囲とする｡ 
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(ｵ) 調査地点 

調査地点は、調査地域内において住居の用に供されている場所や生活環境上の配慮を

要する場所の近くで、調査の実施に伴い地域の方々の日常生活に著しい支障が生じない

場所で、且つ農薬散布の影響を受けた恐れのある所を避けた場所として５地点（G1、G2、

G3、G4、G5）を選定する（図5-3.1参照）。各地点の主な選定理由を以下に示す。 

表5-3-1.18 土壌に係る調査地点 

地点 位置 主な選定理由 

Ｇ１ 綾部市十倉志茂町 

事業予定地までの距離が近く、住居の用（集落）に供さ

れている地域を代表する場所付近にある神社敷地内の

表土 

Ｇ２ 綾部市旭町 
事業予定地までの距離が近く、住居の用(集落)に供され

ている朝金地域を代表する場所の表土 

Ｇ３ 綾部市旭町 
住居の用(集落)に供されている七廻り地域を代表する

場所の表土 

Ｇ４ 綾部市旭町 
住居の用(集落)に供されている塩谷地域を代表する場

所の表土 

Ｇ５ 綾部市橋上町 
事業予定地までの距離が近く、住居の用(集落)に供され

ている照用地域を代表する場所の表土 

 

(ｶ) 調査期間等 

調査時期は、土壌の大きな季節変動はないため、年１季に１回実施する。 

(ｷ) 調査結果の整理 

調査結果は、環境基準値との比較について解析し、文章、表で記載する。また、当該

地域の土壌の現況は予測・評価時の参考値として利用する。 

③ 予測 

ア 予測目的 

本事業の実施によって、供用時には施設の稼働に伴う煙突排ガス中に含まれる大気汚

染物質が地表面に降下することから、その影響を検討するため、予測を実施する。 

イ 予測対象 

施設の稼働に伴う煙突排ガス中に含まれる大気汚染物質の降下に伴う土壌への影響を

対象とする。 
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ウ 予測方法 

施設の稼働に伴う煙突排ガスに含まれる大気汚染物質の降下については、煙突排ガス

中の含まれる物質に関する既存資料の解析や類似事例の引用に基づき土壌への影響を定

性的に予測する。また、ダイオキシン類については、大気質予測結果を用いて、土壌へ

の影響を予測する。 

エ 予測地域・地点 

事業予定地周辺の現地調査地点５地点（G1、G2、G3、G4、G5）とする。 

オ 予測時期 

事業活動が定常状態となる時期及び影響が最大となる時期とする。 

④ 評価 

環境への影響が、実行可能な範囲で回避または低減されているか否かを検討する。ま

た、関連基準との整合性が図られているか否かについても検討する。 

 

5-3-2 人と自然との豊かな触れ合いの確保を旨として調査、予測及び評価されるべき環境要素 

(1) 景観 

1）影響要因と環境要素 

本事業の実施によって、供用時には事業予定地内に新たな工作物を創出し、新たな景

観構成要素が加わることになるが、事業予定地近傍には歴史的・文化的景観に係る眺望

点は存在しない。 

しかしながら、現況の景観について把握されていないこと、本事業計画が最終決定し

ていないことから、新たな景観の変化を検討するため、景観に関連した調査、予測、評

価を実施する。 

2）調査 

① 調査目的 

供用時に創出する新たな工作物がもたらす景観への影響を予測・評価する上で基礎情

報となる事業予定地周辺の主要な眺望点、主要な眺望景観の状況を把握するため、調査

を実施する。 

② 調査対象 

調査対象は、景観への影響を検討する上で必要な事項として、事業予定地周辺におけ

る主要な眺望点の位置、分布状況、利用状況、主要な眺望景観の特徴を対象とする。 

③ 調査方法 

調査方法は、現地踏査及び写真撮影により行うものとする｡ 
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表5-3-2.1 景観に係る調査方法 

対象 調査方法 

主要な眺望点の状況 

主要な眺望景観の状況 

現地踏査及び写真撮影 

 

④ 調査地域 

本事業による工作物（本事業の最高工作物は煙突（高さ約35mを予定））の出現を想定

した場合、人の認知限界距離は事業予定地から約2kmの範囲となる。小浜綾部線（府道１

号線）を挟んで事業予定地の前面に民家が存在することや、2.0km以内にいくつかの集落

が存在することから、事業予定地の中心から2.0kmまでの範囲を調査地域として設定する。 

なお、認知限界距離とは、熟視角（対象をはっきりみることができる視角で、一般的

には１～２度）から算出されるもので、例えば、熟視角が１度となる距離は、対象の大

きさの約58倍（1/tan(π/180)）離れた距離から見た場合に相当する。 

⑤ 調査地点 

事業予定地周辺２km範囲内の主要な眺望点を調査地点（P1～4）とする（図5-3.1参照）。 

⑥ 調査期間等 

調査時期は、1年間において対照的な季節として周辺の樹木が緑に覆われている季節

（夏）と、樹木が落葉して景観の変化が想定される季節（冬）に実施する。なお、写真

撮影日は、視程状況を考慮して晴天日とする。 

⑦ 調査結果の整理 

調査結果は、事業予定地周辺の主要な眺望点の位置、分布状況、利用状況、主要な眺

望景観の特徴を整理し、文章、写真、図、表で記載する。 

3）予測 

① 予測目的 

本事業の実施によって、事業予定地内に新たな工作物を創出し、景観構成要素が加わ

ることから、事業予定地周辺での景観の変化を検討するため、予測を実施する。 

② 予測対象 

供用時に創出する新たな工作物がもたらす景観の影響を対象とする。 

③ 予測方法 

事業計画に基づき、景観予測図（フォトモンタージュ）の作成による検討を行い、主

要な眺望景観の変化を予測する。 

④ 予測地域・地点 

調査地域・地点と同様とする。 
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⑤ 予測時期 

本事業の実施に伴い、新たな工作物の完成後とする。 

4）評価 

環境への影響が、実行可能な範囲で回避または低減されているか否かを検討する。 

 

5-3-3 環境への負荷の量の程度により予測及び評価されるべき環境要素 

(1) 廃棄物等 

1）影響要因と環境要素 

本事業の実施によって、工事中には建設廃材、副次的に発生する残土、供用時には紙

類やビニール類等の廃棄物、施設の稼働や補修工事に伴う廃棄物の発生が想定されるこ

とから、廃棄物等に関連した調査、予測、評価を実施する。 

2）予測 

① 予測目的 

本事業の実施によって、工事中にはアスファルトガラや型枠等の建設廃材、副次的に

発生する残土、供用時には管理事務に伴う紙類やビニール類等の廃棄物、施設の稼働に

伴う溶融固化物（スラグ）や溶融飛灰、排水処理汚泥、補修工事に伴う耐火物、煙道の

清掃灰、断熱材、フィルター廃材等の廃棄物が発生することから、その影響を検討する

ため、予測を実施する。 

② 予測対象 

工事中でのアスファルトガラや型枠等の建設廃材、供用時での管理事務に伴う紙類や

ビニール類等の廃棄物、施設の稼働に伴う溶融固化物（スラグ）や溶融飛灰、排水処理

汚泥、補修工事に伴う耐火材やフィルター廃材等を対象とする。 

③ 予測方法 

事業計画及び類似事例に基づき、廃棄物の種類ごとの排出量を算出し、その処理内容

を検討する。 

④ 予測地域・地点 

事業予定地とする。 

⑤ 予測時期 

本事業の実施に伴い、工事中は工事期間、供用時は事業活動により廃棄物の排出量が

定常状態となる時期及び排出量が最大となる補修工事を実施する時期とする。 

3）評価 

環境への影響が、実行可能な範囲で回避または低減されているか否かを検討する。 
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(2) 温室効果ガス等 

1）影響要因と環境要素 

本事業の実施によって、工事中には建設機械の稼働に伴う排ガス、工事用車両の運行

に伴う排ガス、供用時には施設の稼働に伴う煙突排ガス、施設利用車両の運行に伴う排

ガスに温室効果ガス成分が含まれることから、温室効果ガス等に関連した予測、評価を

実施する。 

2）予測 

① 予測目的 

本事業の実施によって、工事中には建設機械の稼働に伴う排ガス、工事用車両の運行

に伴う排ガス、供用時には施設の稼働に伴う煙突排ガス、施設利用車両の運行に伴う排

ガスに温室効果ガス成分が含まれることから、その影響を検討するため、予測を実施す

る。 

② 予測対象 

工事中には建設機械の稼働に伴う排ガス、工事用車両の運行に伴う排ガス、供用時に

は施設の稼働に伴う煙突排ガス、施設利用車両の運行に伴う排ガスに含まれる温室効果

ガス成分のうち、排出の原単位に関する知見が整理されている二酸化炭素、メタン、一

酸化二窒素を対象とする。 

③ 予測方法 

事業計画に基づき、建設機械の稼働に伴う排ガス、工事用車両の運行に伴う排ガス、

供用時には施設の稼働に伴う煙突排ガス、施設利用車両の運行に伴う排ガス中に含まれ

る温室効果ガスの排出量を算定し予測する。 

なお、算定にあたっては、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成10年法律第

117号）に準じて実施する。 

④ 予測地域・地点 

事業予定地とする。 

⑤ 予測時期 

本事業の実施に伴い、工事中は工事期間、供用時は事業活動が定常状態となる時期及

び影響が最大となる時期とする。 

3）評価 

環境への影響が、実行可能な範囲で回避または低減されているか否かを検討する。 
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表5-3.1 調査、予測及び評価の手法（調査まとめ） 

調査時期等

調査時期 春 夏 秋 冬 調査回数

二酸化硫黄、浮遊粒子状物質、窒素酸化物、風向・風速、気
温､湿度

ステーション設置による自動連続測定 ● ● ● ● 各7日間（1時間値測定）

ダイオキシン類 サンプリング分析 ● ● ● ● 各7日間（1検体/7日間）

塩化水素 サンプリング分析 ● ● ● ● 各7日間（1検体/日）

沿道大気質の状況 浮遊粒子状物質、窒素酸化物、風向・風速、気温､湿度 ステーション設置による自動連続測定 A6 年２季 ● ●
各７日間（1時間値測

定）

気象の状況
地上気象（風向・風速、気温、湿度、日射量、放射収支
量）

ステーション設置による自動連続測定された既存測定
結果

M1 １年間(365日)■■ ■■ ■■ ■■ 通年連続

工場・事業場騒音(騒音レベル90%レンジ上端値等) 現地実測（24時間測定） N1 ● ２日(平日､休日)

自動車騒音(等価騒音レベル) 現地実測（16時間連続測定） N2 ●

交通量（3車種区分） 現地実測（カウンターによる計測） T1 ●

走行速度 現地実測（一定区間通過時間の計測） ●

道路構造、路面の状況、人家の位置 現地踏査 ●

工場・事業場振動(振動レベル80%レンジ上端値等) 現地実測（毎正時約10分24時間測定） N1 ● ２日(平日､休日)

道路交通振動(振動レベル80%レンジ上端値) 現地実測（毎正時約10分16時間測定） ●

地盤卓越振動数
現地実測（1/3オクターブバンド分析器を用い、大型車
10台を対象に計測）

●

交通量（3車種区分） T1 ●

走行速度 ●

道路構造、路面の状況、人家の位置 ●

特定悪臭物質
※１ サンプリング分析 ●

臭気指数 　 ●

気象条件(風向・風速､気温､湿度) 簡易風向風速計、温湿度計による測定 ●

地下水の水質 水道法に係る水質基準項目
※２
、イオン分析項目等

※3 現地サンプリング
W1、W2、
W4～W7 年２季 ● ● ２回(12検体）

通年水位観測 現地実測
W1～3、
W6、W7 １年間(365日)■■ ■■ ■■ ■■ 通年連続

揚水試験時水位観測 現地実測
W1～3、
W6、W7 年１季 ●

１回
（ボーリング掘削時）

土壌 土壌の状況 環境基準項目
※４
(農用地に係る項目を除く) サンプリング分析 G1～G5 年１季 ● １回（５検体）

景観 景観の状況 主要な眺望点、主要な眺望景観 現地踏査及び写真撮影 P1～P4 年２季 ● ● （適時）

≪備考≫

※１ 特定悪臭物質：

※２水道法に係る水質基準項目（簡易項目）：一般細菌、大腸菌、硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素、塩素イオン、 有機物(全有機炭素（TOC）の量)、pH値、味、臭気、色度、濁度

※３ イオン分析項目等：水温、pH、Na
＋
､Ca

2＋
､Mg

2＋
､K
＋
、Cl

-
､NO3

-
、HCO3

-
､SO4

2-
､蒸発残留物、フッ素、鉄、マンガン、電気伝導率、水位観測

※４ 環境基準項目：

ｱﾝﾓﾆｱ､ﾒﾁﾙﾒﾙｶﾌﾟﾀﾝ､硫化水素､硫化ﾒﾁﾙ､二硫化ﾒﾁﾙ､ﾄﾘﾒﾁﾙｱﾐﾝ､ｱｾﾄｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ﾌﾟﾛﾋﾟｵﾝｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ﾉﾙﾏﾙﾌﾞﾁﾙｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ｲｿﾌﾞﾁﾙｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ﾉﾙﾏﾙﾊﾞﾚﾙｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ｲｿﾊﾞﾚﾙｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ｲｿﾌﾞﾀﾉｰﾙ､酢酸ｴﾁﾙ､ﾒﾁﾙｲｿﾌﾞﾁﾙｹﾄﾝ､ﾄﾙｴﾝ､ｽﾁﾚﾝ､ｷｼﾚﾝ､ﾌﾟﾛﾋﾟｵﾝ酸､ﾉﾙﾏﾙ酪酸､ﾉﾙﾏﾙ吉草酸､　ｲｿ
吉草酸

ｶﾄﾞﾐｳﾑ､全ｼｱﾝ､有機燐､鉛､六価ｸﾛﾑ､砒素､総水銀､ｱﾙｷﾙ水銀､PCB､ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ､四塩化炭素､1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ､1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ､ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ､1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ､1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ､ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ､ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ､1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ､ﾁｳﾗﾑ､ｼﾏｼﾞﾝ､ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ､ﾍﾞﾝｾﾞﾝ､ｾﾚ
ﾝ､ふっ素、 ほう素、ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類(ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類は全量試験､その他は溶出試験)

（調査は騒音と兼ねる）

N2

年1季

振動の状況

S1

騒音

一般環境大気質の状況

騒音の状況

調査地域・
地点

調査項目 調査方法調査対象

発生源の状況

大気質

A1
A2
A3
A4
A5

年１季

年１季

N2

N2

年４季

悪臭 悪臭の状況

　地下水の水質
及び水位

１日(平日)

１日(平日)

１回（１検体）

振動

発生源の状況
(自動車騒音と同時）

地下水の水位
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表5-3.2 調査、予測及び評価の手法（予測まとめ） 
予測時期等

工事中 供用時 予測時期

建設機械の排ガスによる影響（浮遊粒子状物質、窒素酸化物）
大気拡散式(プルーム・パフモデル)の数理的手法による着地
濃度（長期平均濃度）の検討

事業予定地の中心から2kmの範囲、住居の用に供されている地
点のうち影響が最大となる地点

●
工事による環境影響が
最大となる時期

工事用車両の排ガスによる影響（浮遊粒子状物質、窒素酸化物）
大気拡散式(プルーム・パフモデル)の数理的手法による着地
濃度（長期平均濃度）の検討

施設関係車両の通行が多くなる小浜綾部線（府道１号線）の沿
道、現地調査地点(A4)

●
工事による環境影響が
最大となる時期

施設の煙突排ガスによる影響（二酸化硫黄、浮遊粒子状物質、窒素酸化
物、塩化水素）

大気拡散式(プルーム・パフモデル)の数理的手法による着地
濃度（長期平均濃度､短期高濃度）の検討

現地調査地点(A1～A3)及び事業予定地の中心から2kmの範囲、
住居の用に供されている地点のうち影響が最大となる地点

●

施設の煙突排ガスによる影響（ダイオキシン類）
大気拡散式(プルーム・パフモデル)の数理的手法による着地
濃度（長期平均濃度）の検討

現地調査地点(A1～A3)及び事業予定地の中心から2kmの範囲、
住居の用に供されている地点のうち影響が最大となる地点

●

施設利用車両の排ガスによる影響（浮遊粒子状物質、窒素酸化物）
大気拡散式(プルーム・パフモデル)の数理的手法による着地
濃度（長期平均濃度）の検討

施設関係車両の通行が多くなる小浜綾部線（府道１号線）の沿
道、現地調査地点(A4)

●
事業活動が定常状態と
なる時期及び影響が最
大となる時期

建設機械の建設作業騒音による影響(騒音レベル90%レンジ上端値等) 騒音伝播理論式による騒音レベルの検討
事業予定地敷地境界（N1）、周辺の住居の用に供されている場
所

●
工事による環境影響が
最大となる時期

工事用車両の自動車騒音による影響(等価騒音レベル) 日本音響学会の自動車騒音予測式による騒音レベルの検討 現地調査地点(N2) ●
工事による環境影響が
最大となる時期

施設の工場・事業場騒音による影響(騒音レベル90%レンジ上端値) 騒音伝播理論式による騒音レベルの検討
事業予定地敷地境界（N1）、周辺の住居の用に供されている場
所

●

施設利用車両の自動車騒音による影響(等価騒音レベル) 日本音響学会の自動車騒音予測式による騒音レベルの検討 現地調査地点(N2) ●

建設機械の建設作業振動による影響(振動レベル80%レンジ上端値等) 振動伝播理論式による振動レベルの検討
事業予定地敷地境界（N1）、周辺の住居の用に供されている場
所

●
工事による環境影響が
最大となる時期

工事用車両の道路交通振動による影響(振動レベル80%レンジ上端値等) 建設省土木研究所提案式による振動レベルの検討 現地調査地点(N2) ●
工事による環境影響が
最大となる時期

施設の工場・事業場振動による影響(振動レベル80%レンジ上端値) 振動伝播理論式による振動レベルの検討
事業予定地敷地境界（N1）、周辺の住居の用に供されている場
所

●

施設利用車両の道路交通振動による影響(振動レベル80%レンジ上端値) 建設省土木研究所提案式による振動レベルの検討 現地調査地点(N2) ●

施設の煙突排ガスによる影響（特定悪臭物質のうち排出口規制項目
※1
）
大気拡散式(プルーム・パフモデル)の数理的手法による着地
濃度(短期高濃度)の検討

最大着地濃度地点 ●
事業活動が定常状態と
なる時期及び影響が最
大となる時期

施設の漏洩による影響 類似事例（現有施設の調査結果）の引用による定性的な検討 事業予定地敷地境界 ●
事業活動が定常状態と
なる時期及び影響が最
大となる時期

地下水の水質
及び水位

地下水の揚水による影響 水質測定法及び揚水試験による地下水流動の検討 事業予定地（W1）、周辺の住居の用に供されている場所 ●
事業活動が定常状態と
なる時期及び影響が最
大となる時期

土壌 施設の煙突排ガスによる影響 大気予測結果の解析による検討 事業予定地周辺の現地調査地点（G1～G3) ●
事業活動が定常状態と
なる時期及び影響が最
大となる時期

景観 施設の工作物の出現による影響 景観予測図（フォトモンタージュ）の作成による検討
事業予定地の中心から2kmの範囲、現地調査地点と同様（P1～
4）

● 工作物の完成後

廃棄物等 工事及び供用に伴う影響 事業計画による発生量及びその処理方法の検討 事業予定地 ● ● 工事期間及び供用後

温室効果ｶﾞｽ等 工事及び供用に伴う影響 事業計画による発生量及びその低減方法の検討 事業予定地 ● ● 工事期間及び供用後

≪備考≫

※1 排出口規制(２号規制)項目:ｱﾝﾓﾆｱ､硫化水素､ﾄﾘﾒﾁﾙｱﾐﾝ､ﾌﾟﾛﾋﾟｵﾝｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ﾉﾙﾏﾙﾌﾞﾁﾙｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ｲｿﾌﾞﾁﾙｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ﾉﾙﾏﾙﾊﾞﾚﾙｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ｲｿﾊﾞﾚﾙｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ｲｿﾌﾞﾀﾉｰﾙ､酢酸ｴﾁﾙ､ﾒﾁﾙｲｿﾌﾞﾁﾙｹﾄﾝ､ﾄﾙｴﾝ､ｷｼﾚﾝ

環境への影響
が実行可能な
範囲で回避又
は低減されて
いるか否かを
検討する。
また、一部項
目について
は、関連基準
との整合性が
図られている
か否かについ
ても検討す
る。

悪臭

事業活動が定常状態と
なる時期及び影響が最
大となる時期

事業活動が定常状態と
なる時期及び影響が最
大となる時期

事業活動が定常状態と
なる時期及び影響が最
大となる時期

評価手法予測項目 予測対象 予測方法 予測地域・地点

大気質

騒音

振動



図5-3.1 現地調査・予測地点図
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　　　　　（水位：W1～W3、W6、W7）
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6 その他規則で定める事項 

(1) 対象事業を実施するために必要な許認可等 

対象事業を実施するために必要な許認可等は表6.1に示すとおりである。 

表6.1 対象事業を実施するために必要な許認可等 

申請・届出の名称 許認可等を行う者 関係法令 

計画通知書 中丹東土木事務所 建築基準法 

産業廃棄物処理施設設置許可申請 
京都府知事、 

中丹東保健所長 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

産業廃棄物処分業許可申請 中丹東保健所長 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

特別管理産業廃棄物処分業許可申請 中丹東保健所長 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

ばい煙発生施設設置届 中丹東保健所長 大気汚染防止法 

特定施設設置届 中丹東保健所長 ダイオキシン類対策特別措置法 

特定施設設置届 綾部市長 騒音規制法 

特定施設設置届 綾部市長 振動規制法 

特定施設設置届 中丹東保健所長 
京都府環境を守り育てる条例 

（大気、水質） 

特定施設設置届 綾部市長 
京都府環境を守り育てる条例 

（騒音、振動） 

特定施設設置届 中丹東保健所長 水質汚濁防止法 

 

(2) 環境影響評価を実施しようとする地域の概況の調査を行った場合で、当該調査の全部又は

一部を他の者に委託して実施した場合には、その者の氏名及び住所 

氏名：東和環境科学株式会社 関西事務所 所長 道法 雅樹 

住所：大阪府堺市西区浜寺石津町中1丁2番12号 
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資料１ 環境影響評価の手続きフロー 

 

本方法書は、下記に示す「京都府環境影響評価条例」（平成10年京都府条例第17号）に基づく

手続きの一環として作成されたものである。 

(必要な場合：必要な措置)

(長期間未着工)

(特に必要な場合：アセス再実施を要求)

協議

(特に必要な場合：必要な措置)

市 町 村 長 意 見

<市町村長> <知事> <事業者> <住民等>

第１種事業の実施計画

方 法 書 の 作 成

公 告 ・ 縦 覧

住民等意見

住民等意見に対する見解書

アセス専門委員会

知 事 意 見

環境ｱｾｽﾒﾝﾄ実施方法等の決定

調 査 等 の 実 施

準 備 書 の 作 成

公 告 ・ 縦 覧

住 民 説 明 会

住民等意見

市 町 村 長 意 見

公 聴 会

住民等意見に対する見解書

アセス専門委員会

知 事 意 見

評 価 書 の 作 成

公 告 ・ 縦 覧

(環境ｱｾｽﾒﾝﾄ再実施協議)

工 事 着 手 等 届

事後調査報告書の作成

公 告 ・ 縦 覧

許認可権者

(許認可等の際の配慮の要請)

(原則開催)

[スコーピング]

(方法書)

(準備書)

(評価書)

(事後調査)

[必ずアセスを実施する事業]
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資料２ 測定・分析(採用)の通達等 

項 目 測定・分析に採用した通達等 

二酸化硫黄 

浮遊粒子状物質 

窒素酸化物 

ダイオキシン類 

「環境基準」(昭和48年環境庁告示第25号、昭和53年環境庁告示第38号、平成9

年環境庁告示第4号、平成11年環境庁告示第68号)に規定する方法 
大 

気 

質 

塩化水素 
「大気汚染物質測定法指針」(昭和62年、環境庁大気保全局大気規制課)に規定

する方法 

気 

象 
地上気象※１ 「地上気象観測指針」（平成5年、気象庁）に規定する方法 

工場・事業場騒音 「騒音規制法」（昭和43年法律第98号）に規定する方法 
騒 

音 自動車騒音 
「騒音に係る環境基準について」（平成10年環境庁告示第64号）に規定する方

法 

工場・事業場振動 「振動規制法」（昭和51年法律第64号）に規定する方法 

道路交通振動 「振動規制法」（昭和51年法律第64号）に規定する方法 振 

動 地盤卓越振動数 
「道路環境影響評価の技術手法」（平成12年、(財)道路環境研究所）に示され

る方法 

特定悪臭物質※２ 
「特定悪臭物質の測定の方法」(昭和47年環境庁告示第9号)に規定する 

方法 悪 

臭 臭気指数 
「臭気指数及び臭気排出強度の算定の方法」(平成7年環境庁告示第63号)
に規定する方法 

※１ 風向・風速､気温､湿度､日射量､放射収支量 
※２ ｱﾝﾓﾆｱ､ﾒﾁﾙﾒﾙｶﾌﾟﾀﾝ､硫化水素､硫化ﾒﾁﾙ､二硫化ﾒﾁﾙ､ﾄﾘﾒﾁﾙｱﾐﾝ､ｱｾﾄｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ﾌﾟﾛﾋﾟｵﾝｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ﾉﾙﾏﾙﾌﾞﾁﾙｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ｲｿ
ﾌﾞﾁﾙｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ﾉﾙﾏﾙﾊﾞﾚﾙｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ｲｿﾊﾞﾚﾙｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ｲｿﾌﾞﾀﾉｰﾙ､酢酸ｴﾁﾙ､ﾒﾁﾙｲｿﾌﾞﾁﾙｹﾄﾝ､ﾄﾙｴﾝ､ｽﾁﾚﾝ､ｷｼﾚﾝ､ﾌﾟﾛﾋﾟｵﾝ酸､ﾉﾙﾏ
ﾙ酪酸､ﾉﾙﾏﾙ吉草酸､ｲｿ吉草酸 

 

項 目 測定・分析に採用した通達等 

イオン分析項目※１ JIS-K-0101に規定する方法 

一般性状※２ JIS-K-0102に規定する方法 

地

下

水

の

水

質 

水道水基準項目※３ 

(上記に係る項目を除

く) 

サンプリング分析 

(水道法に定める方法等) 

※１ ﾅﾄﾘｳﾑｲｵﾝ､ｶﾘｳﾑｲｵﾝ､ｶﾙｼｳﾑｲｵﾝ､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑｲｵﾝ､鉄ｲｵﾝ､塩素ｲｵﾝ､硫酸ｲｵﾝ､重炭酸ｲｵﾝ 
※２ 気温､水温､外観､pH､電気伝導率､蒸発残留物 
※３ 一般細菌、大腸菌、硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素、塩素イオン、 有機物(全有機炭素（TOC）の量)、pH値、味、
臭気、色度、濁度 

 

項 目 測定・分析に採用した通達等 

環境基準項目※１ 

(ダイオキシン類を除く） 

「土壌の汚染に係る環境基準について」(平成3年環境庁告示第46号)に規

定する方法 土
壌 環境基準項目 

(ダイオキシン類) 

「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁及び土壌の汚染に係る

環境基準」(平成11年環境庁告示第68号)に規定する方法 
※１ ｶﾄﾞﾐｳﾑ､全ｼｱﾝ､有機燐､鉛､六価ｸﾛﾑ､砒素､総水銀､ｱﾙｷﾙ水銀､PCB､ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ､四塩化炭素､1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ､1,1-ｼﾞｸﾛﾛ
ｴﾁﾚﾝ､ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ､1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ､1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ､ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ､ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ､1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ､ﾁｳﾗﾑ､ｼﾏｼﾞﾝ､
ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ､ﾍﾞﾝｾﾞﾝ､ｾﾚﾝ 
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資料３ 引用した参考文献一覧 

文献 発行年 発行元 

「綾部市ごみ中間処理施設整備に係る生活環境影響調査報告

書」 
平成12年 綾部市 

「平成15年度版京都府環境白書」 平成16年 京都府 

「平成16年度版京都府環境白書」 平成17年 京都府 

「平成17年度版京都府環境白書」 平成18年 京都府 

「平成18年度版京都府環境白書」 平成19年 京都府 

「ごみ処理施設整備に係る環境影響評価報告書」 平成８年 綾部市 

「第56回平成15年流量年表」 平成19年 日本河川協会 

「平成17年度公共水域及び地下水の水質測定結果」 平成19年 京都府 

「京都府の地震と活断層」 平成15年 京都府 

「土地分類基本調査（綾部）」 昭和61年 京都府 

「第２回自然環境保全基礎調査 動物分布調査報告書（鳥類）

全国版」 
昭和56年 環境庁 

「第２回自然環境保全基礎調査（京都府動植物分布図）」 昭和56年 環境庁 

「第４回自然環境保全基礎調査（自然環境情報図 京都府）」 平成７年 環境庁 

「京都府動植物分布図」 平成元年 京都府 

「オオタカの営巣地における森林施業」 平成７年 前橋営林局 

「第２回自然環境保全基礎調査（植生調査）」 昭和56年 環境庁 

「第４回自然環境保全基礎調査 日本の巨樹・巨木林 近畿版」 平成３年 環境庁 

「第５回自然環境保全基礎調査（植生調査）」 平成11年 環境省 

「京都府の植物」 昭和49年 京都府 

「近畿地方の保護上重要な植物」 平成７年 レッドデータブック近畿研究会 

「近畿地方・鳥類レッドデータブック」 平成14年 京都大学学術出版会 

「京都府レッドデータブック」 平成14年 京都府 

「平成17年度あやべ統計書」 平成18年 綾部市 

「平成17年京都府統計書」 平成19年 京都府 

「内水面漁業総合振興計画書」 昭和54年 京都府 

「遊魚のてびき―河川・湖―」 平成12年 京都府 

「平成17年度 全国道路交通情報調査」 平成18年 京都府 

「第４次綾部市総合計画」 平成13年 綾部市 

「京都府土地利用基本計画」 平成11年 綾部市 

「京都府文化財総合目録」 平成18年 京都府 

「京都府遺跡地図 第３版」 平成16年 京都府 
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資料４ 用語の解説 

【 ア行 】 

z 悪 臭 
悪臭は、人の嗅覚に直接作用して不快な気分を与えるもので、日常生活においては比較的感知されやすいこ

とから、一般に騒音や振動と並んで苦情件数が多いといわれている。さらに、継続性がないことから発生源を

特定できない場合もあり、低い濃度でも不快感を感じるため苦情の解決は困難である。 

悪臭防止法は、工場やそのほかの事業場における事業活動に伴って発生する悪臭物質の排出を規制し、生活

環境の保全、国民の健康の保護に資することを目的としている。 

悪臭物質の排出を規制する地域の指定及び規制基準は都道府県知事によって定められる。悪臭の規制につい

ては原因が特定の少数物質の場合は濃度により規制することが可能である。多数の物質が複合している場合は

人間の嗅覚を用いた嗅覚測定法が的確な方法として平成７年の悪臭防止法改正以降、臭気指数による規制が可

能となり、規制物質として現在22の物質が対象となっている。 

z 硫黄酸化物（二酸化硫黄） 
硫黄酸化物は、硫黄分を含む石油や石炭等が燃焼することによって生じる。大気中ではほとんどが二酸化硫

黄として存在し、四日市ぜんそく等の公害病や酸性雨の原因物質となる。経済の高度成長下で化石燃料が大量

に消費されたことで、二酸化硫黄による大気汚染は急速に拡大した。 

近年、燃料中の硫黄分が減少しているため、ごく一部の地域を除いて大気中の物質濃度は低い状況である。 

z 一酸化炭素（CO） 
大気中の一酸化炭素は燃料の不完全燃焼によって発生する。主な発生源は自動車の排ガスであるため、自動

車の排ガスの規制が行われている。一酸化炭素は人体のみならず、温室効果ガスである大気中のメタンの寿命

を長くすることで環境にも悪影響を及ぼすことが知られている。主な発生源が自動車の排ガスにあることから、

一酸化炭素は沿道や交差点で比較的高濃度となる。近年、車両の改善等による排ガス中の一酸化炭素の減少に

伴い、ごく一部の地域を除いて大気中の物質濃度は低い状況である。 

z オキシダント（Ox） 
オキシダントは、窒素酸化物と炭化水素類が太陽光の作用によって光化学反応をおこし二次的に生成される

物質である。オゾン等の強い酸化力を持ち、光化学スモッグの原因となる。呼吸器や粘膜への刺激等人の健康

に悪影響を及ぼすほか農作物や植物にも影響を与える。また、「光化学オキシダント濃度１時間値が0.12ppm

以上で、気象条件からみてその状態が継続すると認められる場合」に光化学スモッグ注意報を発令し、屋外で

の運動を避ける等の健康障害を未然に防止するための各種措置を講じることとなっている。 

z 温室効果 
空気中の二酸化炭素、水蒸気等は日射をほとんど透過するが、地表からの赤外線を吸収し、これによって地

表面は保温されている現象であり、この効果をもった二酸化炭素、メタン、フロン等の気体を温室効果ガスと

呼んでいる。 

 

【 カ行 】 

z 環境影響評価（環境アセスメント） 
環境基本法第20条において、「土地の形状の変更、工作物の新設その他これらに類する事業を行う事業者が、

その事業の実施にあたり、あらかじめその事業に係る環境への影響について自ら適正に調査、予測又は評価を

行い、その結果に基づき、その事業に係る環境の保全について適正に配慮することを推進するため、必要な措

置を講じるもの」と定義されている。これによって、環境に影響を及ぼすおそれのある事業の計画案の決定に

先立ち、社会的に開かれた手続きのもとで、その影響の程度等を事前に調査、予測、評価し、計画案の最終決
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定に反映させていくことが可能となっている。 

z 環境基準 
環境基本法第16条第1項の規定により｢人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持されることが望

ましい基準｣として政府が定める環境行政上の目標として定められている。現在、大気汚染、水質汚濁、騒音

及び土壌汚染等に係る環境基準が定められている。 

z 環境基準による大気汚染の評価（長期的評価、短期的評価等） 
二酸化硫黄、浮遊粒子状物質及び一酸化炭素の環境基準の長期的評価は、日平均値の2％除外値が二酸化硫

黄で0.04ppm、浮遊粒子状物質で0.10mg/m3、一酸化炭素で10ppmを超えれば環境基準未達成となる。ただし、1

日平均値がこれらの値を超える日が2日以上連続した場合は、上記に関係なく未達成となる。短期的評価は、

環境基準に掲げられているとおりである。 

二酸化窒素の評価は、日平均値の年間98％値が0.06ppmを超えれば環境基準未達成となる。 

z Ｋ値規制 
大気汚染防止法において、定められた定数で、施設ごとに煙突の高さに応じた硫黄酸化物許容排出量を求め

る際に使用する。Ｋ値は地域ごとに定められており、施設が集合して設置されている地域ほど規制が厳しく、

その値も小さくなる。 

z 公共用水域 
水質汚濁防止法の定義によると、公共用水域とは、河川、湖沼、港湾、沿岸海域その他公共の用に供される

水域及びこれに接続する公共溝きょ、かんがい用水路その他公共の用に供される水路（下水道法第２条第３号

及び第４号に規定する公共下水道及び流域下水道であって、同条第６号に規定する終末処理場を有しているも

の（その流域下水道に接続する公共下水道を含む。）を除く。）とされている。 

 

【 サ行 】 

z 三点比較式臭袋法 
臭気の測定法は機器分析法と嗅覚測定法とに大別することができる。機器分析法が臭気成分の分析を主な目

的とするのに対し、臭覚測定法は臭気の質と、その強さの測定を目的としておこなわれ、その一つが三点比較

式臭袋法である。これは、悪臭を含む空気が入っている袋一つと無臭の空気だけが入っている袋二つの、合計

三つの袋の中から、試験者に悪臭の入っている袋を当ててもらう方法である。6人以上の試験者によって行い、

袋の区別がつかなくなるまで希釈したときの倍数をもって臭気の強さを示す。 

z 地盤沈下 
地盤沈下は、地下水を急激あるいは過剰に汲み上げることによって、地盤中の粘度層が広範囲に収縮し生じ

るといわれている。それによる被害は、構造物や下水の通水への悪影響をはじめ広範囲に及び、高潮や河川の

氾濫等の災害をひきおこす原因ともなり社会的な損失をもたらすこともある。 

地盤沈下は、沖積層や洪積層等の軟弱な地盤で発生しやすい。 

z 振 動 
振動は騒音と同様に感覚公害であり典型７公害の一つである。主な発生源は、工場、事業場、建設作業、道

路交通、鉄道等であり、振動の発生源が同時に騒音の発生源となることが多い。振動の影響範囲は、極めて近

距離で物的被害を生ずることもあるが、心理的・精神的な影響が振動公害の主体である。「平成18年度版京都

府環境白書」によると、京都府内では、工事・建設作業に起因するものが多くなっている。 

振動規制法（昭和51年法律第64号）では、第２条により特定施設が定められている。また、第３条に基づき

都道府県知事が指定地域を定め、さらに第４条に基づき特定工場（特定施設を設置する工場又は事業場）に係

る規制基準値を定めるものとしている。京都府条例では、これを補完して法に基づく特定施設以外に苦情・紛
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争の原因となるおそれのある施設を加えている。さらに法に基づく指定地域以外の地域にも特定施設の届出義

務を課す等の規制を設けている。 

z 振動感覚閾値 
振動の振幅を段々小さくしていくと、人間はやがて振動を感じなくなる。また全く振動を感じない状態から

振幅を大きくしていった場合、振動がある大きさ以上になると振動を感じるようになる。この境の値を振動感

覚閾値（threshold of vibration perception）という。わが国の地震の震度階で震度0、すなわち無感という

場合、周波数を4～8Hz（ヒトが最も鉛直振動を感じ易いと言われている周波数）と仮定して振動レベルを求め

てみると55dBとなり、このほか実際の調査事例の結果等を考慮すると、振動感覚閾値は55dBとするのが適当と

考えられている。（資料：「公害防止の技術と法規[振動編]」（平成8年、(社)産業公害防止協会）） 

z 騒 音 
騒音を発生源別に大別すると、工場・事業場騒音、建設作業騒音、交通騒音、近隣騒音がある。騒音は人の

感覚を直接刺激するものであることから、一般に悪臭とならんで多くの苦情が発生するといわれている。「平

成18年度版京都府環境白書」によると、京都府内では、工事・建設作業、産業用機械作動、カラオケに起因す

るものが多い。 

一般居住環境及び自動車交通騒音に係る環境基準は、地域の類型及び時間の区分ごとにそれぞれ基準値が定

められている。騒音規制法（昭和43年法律第98号）では各都道府県において指定地域を設け、第２条の規定に

基づき特定施設を定め、さらに第３条、第４条では都道府県知事が規制地域並びに特定工場（特定施設を設置

する工場又は事業場）の規制基準値を定めることとされている。 

京都府条例ではこれを補完して、法に基づく特定施設以外に苦情・紛争の原因となるおそれのある施設を加

えている。さらに、法に基づく指定地域以外の地域にも特定施設の届出義務を課す等の規制を行っている。 

z 総量規制 
地域ごとに総量を設定し、汚染物質の地域総排出量が総量の範囲内になるように各排出許容量を配分する規

制方式のことをいう。 

 

【 タ 】 

z ダイオキシン 
一般的に、ポリ塩化ジベンゾパラジオキシンとポリ塩化ジベンゾフランをまとめてダイオキシン類と呼び、

コプラナーポリ塩化ビフェニル（コプラナーPCB）のようなダイオキシン類と同様の毒性を示す物質をダイオ

キシン類類似化合物と呼んでいる。内分泌性かく乱化学物質（環境ホルモン物質）の一つであり、従来の毒物

に比べ毒性が強く低い濃度の汚染でも影響が現れ、発がん性、催奇形性、免疫毒性、生殖機能障害等の影響が

指摘されている。 

ダイオキシン類は、主にごみ焼却による燃焼で副産物として発生する。通常の生活の中で摂取する量では急

性毒性は生じないが、事故等による高濃度の摂取の場合、発がん性があるとされている。平成11年7月16日に

公布されたダイオキシン類対策特別措置法においては、コプラナーPCBを含めてダイオキシン類と定義し、ご

み処理施設の排ガス規制等の対策を進めていくことが定められている。 

z 短期高濃度 
煙源条件や予測対象地域での地理的条件を考慮し、高濃度出現の可能性を移流、拡散場の面から検討した高

濃度気象条件（例えば、上層逆転発生等）に基づき計算された高濃度値をいう。 

 

z 地球温暖化 
大気中の二酸化炭素やメタン等、地球から宇宙に出ていく熱を閉じ込める働きがあるガスを温室効果ガスと
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いい、温室効果ガスの増加によって地球表面の気温が平均して上昇していくことを地球温暖化という。 

近年、石炭や石油等化石燃料の燃焼等、人間活動の拡大に伴って温室効果ガスが増加しており、近い将来、

地球温暖化による生活環境や生態系への影響が懸念されている。 

z 窒素酸化物（NOx） 
窒素酸化物は物が燃焼するときに一般に発生する。大気中ではそのほとんどが一酸化窒素（NO）または二酸

化窒素（NO2）として存在する。主な発生源は工場のボイラー等の固定発生源及び自動車等の移動発生源であ

る。特に自動車の排ガスによる二酸化窒素の高濃度は、呼吸器に悪影響を及ぼし酸性雨や光化学大気汚染の原

因となることから問題となっている。窒素酸化物のうち二酸化窒素について、環境基準が定められている。 

z 長期平均濃度 
煙源条件や予測対象地域での地理的条件を考慮し、年間気象条件に基づき計算された年平均濃度 

z TEQ 
ダイオキシン類の中で最も毒性が強い異性体である2,3,7,8-TCDDの毒性を1としたときの、ほかの異性体の

相対的な毒性を毒性等価係数(TEF)で示し、これを用いてダイオキシン類としての有害性を2,3,7,8-TCDDの等

量で表現する。この2,3,7,8-TCDDの等量をTEQという。 

z デシベル（dB） 
音の強さ等の物理量をある標準的な基礎量と対比して、相対的な比較検討を行うのに用いる単位のことであ

り、騒音や振動等のレベルを表すのに用いる。 

騒音を耳の感覚に合うように補正した音の大きさをはかる単位をデシベル（dB）、振動は、人の感覚に合う

よう補正した鉛直振動加速度の大きさをはかる単位をdBといっている。 

z 等価騒音レベル(ＬAeq) 
ある時間範囲について、変動する騒音の騒音レベルをエネルギー的な平均値として表した量で、平成11年4

月1日から施行された「騒音に係る環境基準」の中で、従来の中央値(ＬA50)に代わって採用された評価手法で

ある。 

z 特定植物群落 
我が国における植物群落のうちで、原生林、湿原植物群落、高山植物群落、社寺林、武蔵野の雑木林のよう

に郷土景観を代表する植物群落等、学術上重要なもの、保護を必要とするもの等を都道府県ごとに選定したも

のである。 

特定植物群落の選定基準は下記のとおりである。 

Ａ 原生林もしくはそれに近い自然林（特に照葉樹林についてはもれのないように注意すること） 

Ｂ 国内若干地域に分布するが、極めて稀な植物群落または個体群 

Ｃ 比較的普通に見られるものであっても、南限、北限、隔離分布等 分布限界になる産地に見られる植物群

落または個体群 

Ｄ 砂丘、断崖地、塩沼地、湖沼、河川、湿地、高山、石灰岩地等の 特殊な立地に特有な植物群落または個

体群で、その群落の特徴が 典型的なもの（特に湿原についてはもれのないように注意すること。） 

Ｅ 郷土景観を代表する植物群落で、特にその群落の特徴が典型的な もの（武蔵野の雑木林、社寺林等） 

Ｆ 過去において人工的に植栽されたことが明らかな森林であって も、長期にわたって伐採等の手が入って

いないもの 

Ｇ 乱獲その他人為の影響によって、当該都道府県内で極端に少なくなるおそれのある植物群落または個体群 

Ｈ その他、学術上重要な植物群落または個体群 
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【 ナ 】 

z 75%値 
年間の日平均値の全データをその値の小さいものから順に並べ、0.75×ｎ番目（ｎは日間平均値のデータ数）

のデータ値が75％値である（0.75×ｎが整数でない場合は、端数を切り上げた整数番目の値とする）。 

ＢＯＤやＣＯＤの環境基準適合状況を判定するときに用いる。 

z ng(ナノグラム)、pg(ピコグラム) 
ng（ナノグラム）、pg（ピコグラム）はともにごく微量の物質の重さをあらわす単位で、ng

は10億分の1g(グラム)、pgは1兆分の1gにあたる。1ng＝1000pg。 

z 日平均値の年間98％値 
１年間の測定を通じて得られた1日平均値のうち、低いほうから数えて98％目にあたる値で、二酸化窒素の

環境基準の評価はこの日平均値の年間98％値で行うと定められている。 

z 日平均値の2％除外値 
１年間の測定を通じて得られた1日平均値のうち、高いほうから数えて2％の範囲にある測定値を除外した後

の最高値で、二酸化硫黄、浮遊粒子状物質及び一酸化炭素の環境基準の長期的評価はこの日平均値の２％除外

値で行うと定められている。 

 

【 ハ 】 

z バックグラウンド濃度 
当該地域における大気汚染物質の環境中の濃度。 

z ｐｐｍ 
ppm(Part Per Million)は、ごく微量の物質の濃度をあらわす単位で、100万分の1を1ppmという。 

z フォトモンタージュ 
主要眺望点等から撮影した写真上に、施設等の完成予想図を合成して景観を予測する手法で、最も一般的に

用いられており、再現性が比較的高く、適用範囲が広い特徴をもっている。現況の景観写真に新たに出現する

施設のイメージを合成するため、将来の景観変化の状況を把握することができる。なお、簡略化した方法とし

て輪郭線のみを写真上に表示する方法もある。 

z 浮遊粒子状物質（SPM） 
大気中に浮遊する粒子物質のうち10ミクロン以下の粒子は、大気中に長時間滞留し、呼吸器等人体に悪影響

を及ぼす。主な発生源としては工場等から排出されるばい煙中に含まれるばいじんやディーゼル自動車から排

出されるガス中の黒煙等のように人為的なものと、土壌の飛散や巻き上げ等の自然発生源によるものに大別さ

れる。さらに、発生源から直接大気に放出される一次粒子と、硫黄酸化物・窒素酸化物等のガス状物質が大気

中で粒子状物質に変化した二次粒子に分けられる。これらを浮遊粒子状物質として昭和47年１月に環境基準が

設定されている。 

z プルーム・パフモデル 
大気拡散予測に用いるシミュレーションモデルの一つである。プルームモデルは、移流・拡散を煙流で表現

し、気象条件や拡散係数、排出量等を一定とした時の濃度分布を求めるもので、正規型と非正規型拡散式があ

る。パフモデルはプルームモデルの煙流を細切れにし、一つ一つの煙塊として、移流・拡散を表現して濃度分

布を求めるもので、移流効果も考慮した弱風パフ式と無風時を想定した積分簡易パフ式がある。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※本書に掲載した地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の２万５千分の１ 

 地形図及び５万分の１地形図を複製したものである。（承認番号 平成19近複、第70号） 
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